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～手引きについて～ 

本市が行なう電子入札に参加する場合、この手引きを参考にしてください。 

なお、この手引きはあくまでも参考ですので、実際の入札にあたっては、入札公告、

指名通知書、関係要綱や要領などをよくお読みください。また、地方自治法、同法   

施行令、本市財務規則その他関係法令についても参照してください。 

 

【目 次】 

第１． 福島市の入札制度について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

１．電子入札の対象について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２．電子入札について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

３．制限付一般競争入札の手順・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

４．指名競争入札・随意契約（※不調随契は除く）の手順・・・・・・・・・４ 

５．工事費内訳書作成にあたっての注意点・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

６．その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 

第２． 契約について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

１．契約締結時に提出する書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

２．契約上の注意点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

３．履行保証制度について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

４．建設業退職金共済制度について・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

５．下請業者への社会保険加入促進について・・・・・・・・・・・・・・１１ 

６．コリンズ登録に関する取扱いについて・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

７．「談合等の不正行為に対する損害賠償予約」契約条項の設定について・・１２ 

８．建設リサイクル法対象建設工事について・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 

第３． 資 料 編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

１．入札の条件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

２．福島市電子入札心得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

３．福島市工事請負契約約款・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

４．資格認定後の手続き(変更届の提出について)・・・・・・・・・・・・４７ 

 

第４． 様 式 編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０ 



第１ 福島市の入札制度について 

１．電子入札の対象について（Ｒ７．４．１現在） 

 （１）制限付一般競争入札 

  （競争入札参加資格者を対象に一定の制限条件を定め参加者を募集する。） 

種 別 対象額（設計金額(消費税込)） 

建設工事 ２，５００万円以上 

業務委託 

①工事コンサルタント業務 

（測量・設計・地質調査業務） 

②市が認めるもの 

（設備等保守管理業務・電算業務・除染

関連業務・浚渫等） 

１，０００万円以上 

物品調達 

（印刷、消耗品・備品購入等） 
１，０００万円以上 

 

 （２）総合評価一般競争入札 

  （価格と技術力等を総合的に評価し最も優秀な者を選定する方式で、上記（１）  

制限付一般競争入札に含まれる。） 

・標 準 型 技術的な工夫の余地や効果が大きい工事 

・簡 易 型 技術的な工夫の余地が比較的小さい工事 

・特別簡易型 技術的な工夫の余地が小さい工事 

種 別 対象額（設計金額(消費税込)） 

建設工事 ２，５００万円以上 

※この入札は、地方自治法施行令第１６７条の１０の２の規定に基づき、原則、低入札

価格調査制度を附して実施します。 

 

 （３）指名競争入札・随意契約（※不調随契は除く） 

  （競争入札参加資格者の中から一定の基準に基づき指名し、参加業者を選定する。） 

種 別 対象額（設計金額(消費税込)） 

建設工事 ２００万円を超える額 

業務委託 

①工事コンサルタント業務 

（測量・設計・地質調査業務） 

②市が認めるもの 

（設備等保守管理業務・電算業務・除染

関連業務・浚渫等） 

１００万円を超える額 

物品調達 

（印刷、消耗品・備品購入、賃貸借） 

１５０万円を超える額 

※ 賃貸借は８０万円を超える額 

 又は賃貸借期間が複数年度のもの 
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２．電子入札について 

本市では、原則として対象案件は全て電子入札により入札を行なっています。この手

引きは、電子入札による手順で作成しています。 

なお、電子入札に参加するためには、認証カードの取得と、電子入札システム上での

利用登録が必要です。 

 

 

３．制限付一般競争入札の手順 

【事後審査型（建設工事・業務委託）】 

 原則として、建設工事及び物品調達では事後審査型を採用しています。 

 

 
 

（１）入札公告の確認 

入札公告は、入札情報公開システムに随時掲載しますので、まずはそれぞれの公告を

確認してください。 

入札公告には、案件ごとの入札に参加する者に必要な資格等を記載しており、これら

の資格を満たす者であれば入札に参加することができます。 

また、公告記載の期間内に必ず設計書等を閲覧（※閲覧しないと参加できません）し

入札参加の判断は、日程等の入札条件や設計書等（設計書・仕様書・図面等）を十分確

認のうえ行なってください。 

 

（２）制限付一般競争入札の審査方法の確認 

制限付一般競争入札には、入札前に参加資格の審査を行なう事前審査型と、開札後に 

落札候補者についてのみ参加資格の審査を行なう事後審査型の２種類があり、入札の 

手順が異なります。入札公告にてご確認ください。 
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～福島市電子入札ポータルサイト～ 
本市の電子入札に関する詳細な情報はポータルサイトをご覧ください 

https://www.city.fukushima.fukushima.jp/keiyaku-

keiyaku/shigoto/nyusatsu/denshinyuusatsu/po-tarusaito/denshinyuusatsupo-

taru2.html 
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（３）質問・回答 

設計書等に関する質問ができます。質問は、公告記載の期限内に電子入札システムで

提出してください。 

なお、回答は入札情報公開システムに掲載します。 

 

（４）入札参加資格審査資料の提出 

入札の参加申請は、電子入札システムで当該案件を検索の後、「競争入札参加資格確

認申請書」等の該当ファイル（ＰＤＦ形式Ａ４版）の提出の手続きを同システム上で   

行なってください。 

また、案件によって、提出書類が異なりますので、公告等を十分確認の上行なって  

ください。 

事後審査型のため、資格審査は開札後に落札候補者に対してのみ行います。 

 

（５）入札 

入札にあたっては、設計書等を十分確認のうえ、積算してください。入札は、案件  

ごとに、公告記載の日時に電子入札システムで行なってください。 

落札候補者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１

０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１

１０分の１００に相当する金額で入札してください。送信後は、金額の撤回等はできま

せん。 

また、入札を辞退する場合、同システムで所要の手続きを行なってください。 

なお、入札辞退は、指名停止等の対象となりません。 

 

（６）内訳書の提出 

建設工事では全ての入札において、入札金額に係る工事費内訳書の提出を求めて  

います。電子入札システムによる入札書提出時に、該当ファイル（ＰＤＦ形式Ａ４版  

１枚）を添付して提出してください。 

また、内訳書の合計金額（税抜）と入札金額が異なる場合は、入札が無効となります。 

 

（７）開札 

開札は、案件ごとに、公告記載の日時に行ないます。開札の結果、落札候補者が決定

した際には、入札参加者に事後審査となるため結果を保留とする旨を通知します。また、

再入札の場合、別途通知します。 

 
（８）入札参加資格の審査結果の通知 

落札候補者に対して、入札参加資格の審査を行います。審査後に資格が「有」となり、

落札者が決定しましたら、その結果を電子入札システムで通知します。契約書類一式を

お渡ししますので、落札者は契約検査課へ取りに来てください。 

落札候補者の資格が「無」となった際には、予定価格の範囲内で次点となる事業者の
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審査に移行します。 

 

【事前審査型（物品調達・総合評価方式）】 

 原則として、物品調達及び総合評価方式では事前審査型を採用しています。 

 
（１）入札公告の確認 

～（４）入札参加資格審査資料の提出 

   事後審査型と同様です。 

（５）参加資格の通知 

  入札参加資格の結果は、案件ごとに、公告に記載した日に電子入札システムで通 

知します。 

（６）入札 

 ～（８）開札 

  事後審査型と同様です。資格確認が（５）で済んでいるため、落札者として決定 

となります。契約書類一式をお渡ししますので、契約検査課へ取りに来てください。 

 
４．指名競争入札・随意契約（※不調随契は除く）の手順 

 
 

（１）指名通知 

指名の通知は、電子入札システムで行ないます。通知を受けたときは、通知書に記載

されたパスワードを用いて、入札情報公開システムから当該案件の設計書等を必ず閲覧

してください。（※閲覧しないと参加できません） 

また、通知書に記載された他の事項も必ず確認してください。 

 

（２）質問・回答 

指名通知を受けた者は、設計書等に関する質問ができます。質問は、指名通知記載の

期限内に電子入札システムで提出してください。 

なお、回答は入札情報公開システムに回答書を掲載し、その旨を各指名業者に通知し

ます。 
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（３）入札 

入札にあたっては、設計書等を十分確認のうえ、積算してください。入札は、案件  

ごとに、指名通知記載の日時に電子入札システムで行なってください。 

落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る  

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分

の１００に相当する金額で入札してください。送信後は、金額の撤回等はできません。 

また、入札を辞退する場合、同システムで所要の手続きを行なってください。 

なお、入札辞退は、指名停止等の対象となりません。 

 

（４）内訳書の提出 

建設工事では全ての入札において、入札金額に係る工事費内訳書の提出を求めて  

います。電子入札システムによる入札書提出時に、該当ファイル（ＰＤＦ形式Ａ４版  

１枚）を添付して提出してください。 

また、内訳書の工事費計（税抜）と入札金額が異なる場合も、入札が無効となります。 

 

（５）開札 

開札は、案件ごとに、指名通知書等に記載の日時に行ないます。開札後、その結果を

電子入札システムで通知します。また、再入札の場合、別途通知します。 

なお、落札者は契約書類一式をお渡ししますので、契約検査課へ取りに来てください。 
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５．工事費内訳書作成にあたっての注意点 

 
①福島市が指定した様式を使用してください。 

②社判（角印）、代表者印の押印は不要です。 

③工種・種別等は本工事費内訳書程度について記載してください。 

④記載・計算誤り等は入札が無効となりますので十分注意してください。 

⑤最下段の工事費計は入札金額と一致させてください。 

  ⑥電子入札システムで、入札の際に添付（ＰＤＦ形式 Ａ４版 １枚）してください。 
   ※提出前にＰＤＦ化し１枚に収まっているか確認してください。 

なお、再入札時は添付不要です。 

工事費内訳書の記載例

住　　　　所　　福島市五老内○番○号

商号又は名称　　福島工業所㈱

工　種・種　別　等 　　金　　　　額（円） 備　　　　考

①直接工事費

　　道路土工 4,600,000

　　道路排水工 3,200,000

　　舗装工 4,300,000

①計 12,100,000

②共通仮設費

　　　共通仮設費 1,800,000

②計 1,800,000

③現場管理費

　　　現場管理費 3,400,000

③計 3,400,000

④一般管理費

　　　一般管理費 2,200,000

④計 2,200,000

工事費計(①+②+③+④) 19,500,000

代表者職氏名　　代表取締役　　福島　一郎

工 事 費 内 訳 書

件名　　　　　〇〇道路改良工事　　　　　　

本工事費内訳書程度の
工事・種別について記入
してください。

工事費内訳書は
押印不要です。

計算誤りに注意
してください。

工事費計は応札金額
と一致します。
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６．その他 

（１）システム利用可能時間 

   ①電子入札システム 

    平日の午前８時００分～午後１０時００分 

   ②入札情報公開システム 

    平日の午前６時００分～午後１１時００分 

 

（２）問い合わせ先 

   ①電子入札システムの設定や操作方法等に関すること 

ヘルプデスクにお問い合わせください。 

電話：０５７０－０２１－７７７ 

（受付時間：平日の午前９時００分から午後５時３０分） 

          ※正午～午後１時００分を除く 

   ②その他のこと 

    〒９６０－８６０１ 福島市五老内町３番１号 

    福島市 財務部 契約検査課 契約係 

        電話：０２４－５２５－３７０５ 
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第２ 契約について 

１． 契約締結時に提出する書類                            

 

 

 

 

契約区分      提 出 書 類 通数 備 考       

 

 

 

工事請負 

 

 

  

工事請負契約書 ２ 

１通に「印紙税法」に基づく収入印紙を貼付し、

消印をする。 

複数ページの場合、各ページに割印をする。 

工事施工届 

１ 

施工届、経歴書及び資格者証並びに保険証の写し

を綴じること。（各ページの割印、経歴書に記載

の現場代理人、技術者等の押印は不要。） 
経歴書（様式は任意） 

※資格者証等の写しを添付 

建設業退職金共済組合掛金収納書 １ 

収納書の提出が出来ない場合は契約検査課にて

相談すること。 

※電子申請方式による場合は契約締結時に

理由書を提出すること。掛金収納書については

発行後すみやかに監督員に提出すること。 

経営規模等評価結果通知書・総合 

評定値通知書の写し 
１ 

請負代金額１,５００万円以上の建築工事、 

５００万円以上の建築工事以外の工事の場合 

◎請負代金額５００万円以上の契約については、契約保証金の納付等により履行保証の 

手続きをとること（Ｐ.１０参照）。 

◎建設リサイクル法対象建設工事については、法第１２条説明書等必要書類を提出する 

こと（Ｐ．１３参照）。 

業務委託 

業務委託契約書 ３ 

保証人が免除されている場合は２通となります。

１通に「印紙税法」に基づく収入印紙を貼付し、

消印をする。 

複数ページの場合、各ページに割印をする。

（ページ数が多い場合は袋とじで作成し、表と裏

のとじ目に割印をすること） 

委託履行届 

１ 

履行届、経歴書及び資格者証並びに保険証の写し

を綴じること。（各ページの割印、経歴書に記載

の業務担当者、技術者等の押印は不要。） 

経歴書（様式は任意） 

（資格を要する業務の場合は資格者証

等の写しを添付） 

  

工事監理 

業務委託 

工事監理業務委託契約書 ２ 
１通に「印紙税法」に基づく収入印紙を貼付し、

消印をする。 

委託履行届 

１ 

履行届、経歴書及び資格者証並びに保険証の写し

を綴じること。（各ページの割印、経歴書に記載

の業務担当者、技術者等の押印は不要。） 

経歴書（様式は任意） 

（資格を要する業務の場合は資格者証

等の写しを添付） 

◎制限付一般競争入札など、入札の条件として契約保証の付保を求めている案件に 

ついては、契約保証金の納付等により履行保証の手続きをとること。（Ｐ.１０参照） 
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警備業務委託 

警備業務委託契約書 

※仕様書等の付属書類の添付が 

必要です。 

３ 

機械警備の場合は２通となります。 

１通に「印紙税法」に基づく収入印紙を貼付し、

消印をする。 

複数ページの場合、各ページに割印をする。

（ページ数が多い場合は袋とじで作成し、表と裏

のとじ目に割印をすること） 

委託履行届 

１ 

履行届、経歴書及び資格者証並びに保険証の写し

を綴じること。（各ページの割印、経歴書に記載

の業務担当者、技術者等の押印は不要。） 

経歴書（様式は任意） 

（資格を要する業務の場合は資格者証

等の写しを添付） 

物品調達 

物品購入契約書・物品賃貸借契約書・ 

印刷物製作請負契約書・修繕請負 

契約書 

 ２ 

複数ページの場合は各ページに割印をする。

（ページ数が多い場合は袋とじで作成し、表と裏

のとじ目に割印をすること） 

印刷・修繕契約書については、１通に「印紙税法」

に基づく収入印紙を貼付し、消印をする。 

 

 

２．契約上の注意点                                 

  （１） 工事請負契約に係る履行保証制度について 

① 連帯保証人（工事完成保証人）制度は執っておりません。 

② 請負代金額５００万円以上の契約については、福島市財務規則第１４９条の契約保証金の納付又

はこれに代わる担保（有価証券、金融機関又は前払金保証事業会社の保証証券）の提出をするか、

あるいは福島市財務規則第１５０条及び第１５１条の履行保証保険契約又は工事履行保証契約に 

係る証券を提出する必要があります。 

         なお、詳しくはＰ．１０を参照してください。 

③ 履行保証に係る保証金額は、請負代金額の１０分の１以上（福島市低入札価格調査実施要領に基 

 づく調査基準価格以下で入札した者を落札者とした場合は、１０分の３以上）の額とします。 

④ 設計図書等に特に定めるときは、付保割合が請負代金額に対して３０％以上の工事履行保証契約

に係る保険証券の提出を求めることがあります。 

 

  （２） 業務委託契約に係る連帯保証人について                     

① 競争入札心得第１２条の規定により、契約人と同等以上の資格を有する者から選定してください。           

② 原則として福島市の競争入札有資格業者の中から選定してください。ただし、やむをえな

い事情により福島市の有資格業者を選定することが困難な場合は契約検査課へご相談ください。 

③ 福島市財務規則第１５３条の連帯保証人を免除された場合は、契約書は２通提出いただくように

なります。 

                                

  （３）  契約締結関係書類の提出について                      

① 契約書等の関係書類は、全て契約検査課へ提出してください。  

② 工事請負契約、業務委託契約及び工事監理業務委託契約については、落札若しくは決定後、担当

職員と協議の上、工程表を作成し、契約締結の日から１４日以内に監督職員に提出してください。 

  

（４） 契約締結後の契約書の返戻について                     

① 返戻については提出後２週間程度後になります。               

② 返戻の際には電話等により、ご連絡いたします。 

③ 郵送をご希望の方は、契約書の提出時に返信用の封筒をあわせてご提出ください。 

※ その他、契約に関する不明な点は、福島市財務部契約検査課へご連絡ください。     

   なお、契約金（前払金を含む）の支払いに関することは、発注課とご相談ください。 

- 9 -



 

 

 

３．履行保証制度について 

福島市工事請負契約約款第４条第１項及び第２項により請負代金５００万円以上（消費税及び地方消費税を

含む金額）の工事を落札された方は、請負代金の１０分の１以上の保証を付さなければなりません。 

 

 第１号 契約保証金の納付 

     落札後、現金による契約保証金の納付を選択される方は、契約日までに福島市指定金融機関又は指定

代理金融機関に納入通知書兼領収証書に現金を添えて納入しなければなりません。 

納入通知書兼領収証書は、契約検査課でお渡ししますので、申し出てください。 

 

第２号 契約保証金に代わる担保となる有価証券の提供 

    担保となる有価証券は、福島市財務規則第１４４条第１項に定められている、①国債証券 

   ②地方債証券 ③日本銀行が発行する出資証券 ④鉄道債券 ⑤電信電話債券 ⑥割引農林債券 

⑦割引商工債券 ⑧割引興業債券 ⑨長期信用債券 ⑩割引日本不動産債券等です。 

    落札後、これらを担保として提供し、契約保証金に代える場合には、契約日までに有価証券提出書に

有価証券を添えて、契約検査課に提出いただかなければなりません。 

    ただし、①～③は、額面の１０分の８で、④～⑩は、時価の１０分の８で換算されます。 

 

第３号 銀行等の金融機関又は前払金保証事業会社の保証 

    この制度を選択される場合には、金融機関等の保証にかかる保証書を契約書と共に契約検査課まで提

出いただかなければなりません。 

    この保証書については、発行日が契約日以前のものであり、その保証期間が工期を全て含むものでな

ければなりません。また、保証債務履行請求期間は、保証期間経過後、６カ月以上確保されていなけれ

ばなりません。 

 

第４号 公共工事履行保証証券による保証 

    この制度を選択される場合、落札された工事請負契約についての公共工事履行保証に係る証券を、契

約書と共に契約検査課まで提出いただかなければなりません。 

    この証券については、発行日が契約日以前であり、かつ、保証期間が工期全てを含むものである必要

があります。また、債権者が契約書記載の発注者であり、債務者が落札された方でなければなりません。 

 

第５号 履行保証保険の締結 

    この制度を選択される場合、落札された工事請負契約に係る履行保証保険証券を、契約書と共に契約

検査課まで提出ください。 

    この証券については、発行日が契約日以前であり、かつ、保険期間が工期を全て含むものである必要

があります。また、被保険者が契約書記載の発注者であり、この保険の契約者が落札された方でなけれ

ばなりません。 

    ただし、保険内容に定額てん補の特約条項が付されているものに限ります。 
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４．建設業退職金共済制度について 

  建設業退職金共済制度は、中小企業退職金共済法に基づき建設業に多数見られる短期雇用労働者の福祉を増

進するとともに、これによって建設労働力を確保し建設業の振興を図ることを目的として創設されたものであ

り、この履行確保については、登録申請受付の際に加入証明書の提出を求めてきたところでありますが、最近

の建設業をとりまく労働力の確保等の事情から尚一層の徹底を図るため、下記により取り扱うこととなります

ので、よろしくお願いいたします。 

記 

 

（１） 掛金収納書の提出について 

① 請負に付する工事の予定価格には､建設業者が、建設業退職金共済組合（以下「組合」という。）に納付

する掛金相当額について設計書作成の際積算されていること、市が、この制度の趣旨に沿い入札参加資格

審査の際の審査項目としていることとあわせ発注用掛金収納書（以下「収納書」という。）の提出を義務

付けるものとする。 

  ただし、電子申請方式を選択する場合においては、工事請負契約締結時に「建設業退職金収納所提出に

係る理由書」を収納書に代えて提出するとともに、「掛金収納書（電子申請方式）」を契約後速やかに発注

者（監督員）に提出すること。 

      ② 建設業者は、組合に加入するとともに、契約締結と同時にその対象となる労働者に対し証紙を購入し、

当該労働者の共済手帳に証紙を貼付すること。 

③ 工事を受注した建設業者は共済の収納書を契約締結後下記によりすみやかに発注者（契約検査課）に提

出すること。 

（ア）提出する収納書は、工事請負額（消費税を除く）に次の区分による率を乗じて得た額以上とする。 

  ・土木工事          １０００分の２ 

  ・建築工事（設備工事を含む） １０００分の１．５ 

     《注》 電気、設備等の工事については据付工事に要する費用を対象工事請負額とする。 

（イ）設計変更により増額の必要が生じた場合は、その都度増額分を購入し、変更契約締結時に提出する。 

④ 前記による収納書の提出が出来ないものは契約締結時にその旨を記載した理由書を契約検査課に提出

し、これが認められた場合は提出を要しない。 

    ※ 他保険加入者は、加入証明書を添付する。 

⑤ ②・③の取扱いは入札に付した工事全てに適用する。 

⑥ 元請負者が、下請負契約を締結する場合は、下請負者の共済組合加入及び証紙の貼付を促進すること。 

⑦ 下請負者の規模が小さく管理事務の面で万全でない場合は、元請負者に組合加入の手続き及び組合関係

事務の処理を委託する方法もあるので、元請負者は、積極的に受託すること。 

 

（２） 建設業退職金共済制度適用事業主工事現場の標識掲示について 

   ① 標識掲示の方法については、工事現場の出入口、現場事務所等の見やすい所に掲示すること。 

また、工事の状況によりやむを得ず現場事務所等に設置出来ない場合は現場責任者が、常に所持してい

ること。 

② 標識掲示の取扱いは､入札に付した全ての工事に適用する。 

③ 標識は、建設業退職金共済組合福島県支部（福島市五月町４－２５福島県建設センター）において、共

済契約者に対し無料で配布する。 

 

 

５．下請業者の社会保険等加入の徹底について 

 入札参加資格審査申請の条件として社会保険の加入を条件としているところでありますが、技能労働者の処 

遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保及び法定福利費を適正に負担する企業による公平で健 

全な競争環境の構築を実現する観点から福島市建設工事・元請下請関係適正化指導要綱に基づき、下請業者の 

選定に当たっては、社会保険加入者としてください。 
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６．コリンズ登録に関する取扱いについて 

  工事請負代金額が５００万円（税込）以上の工事について、工事実績情報システム（コリンズ）に登録して

いただくこととなりますが、その取扱いについて下記のとおりとさせていただきますので、よろしくお願いい

たします。 

 

記 

 

 （１）受注時・変更時・竣工時それぞれ登録のための確認は監督員へ依頼してください。 

 

（２）「登録内容確認書」の提出 

 

受注時・変更時・・・「登録内容確認書（工事実績）」は財務部契約検査課へ提出して下さい。 

 

竣工時・・・・・・・「登録内容確認書（工事実績）」は監督員へ提出してください。 

 

※その他ご不明な点がございましたら、財務部契約検査課へお問い合わせください。 

 

 

 

７．「談合等の不正行為に対する損害賠償予約」契約条項の設定について 

  福島市では､談合等の不正行為の防止を目的として､損害賠償予約に関する次の特約条項を定めております。 

 

契 約 条 項 

 

 受注者は、この契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、業務委託料の10分の2に相当する額

を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

（１）公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第49条に規定する排除措置命令又は同法第62条第

１項に規定する課徴金の納付命令を行い、当該命令が確定したとき。 

（２）受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）に対し、刑法（明治40年法律第45号）

第96条の6、同法第198条又は独占禁止法第89条第１項若しくは同法第95条第１項第１号に規定する刑が確

定したとき。 

２ 前項の規定は、この契約による業務が完了した後においても同様とする。 

３ 第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害額が違約金の額を超過する場合において、発注者がその超過

分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

４ 発注者は、受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、当該共同企業体の構成員であった全て

の者に対して違約金を請求することができる。この場合において、当該共同企業体の構成員であった者は、連

帯して当該違約金を支払わなければならない。 
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８．建設リサイクル法対象建設工事について 

  建設リサイクル法は、「建設工事における資材の再資源化等に関する法律」が正式な法令名であり、特定建設

資材の分別解体と再資源化を促進し、資源の有効利用と廃棄物の適正処理を図ることを目的として制定された

ものであります。この法令により、特定建設資材を用いた一定規模以上の工事においては、受注者が発注者に

対し、分別解体等の計画等について説明をすることや、発注者が受注者と交わす契約書面において、分別   

解体等を明記する必要があります。つきましては、福島市が発注する建設リサイクル法対象工事について下記

のとおり、執り行うこととします。 

 

記 

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）の対象建設工事については下記により、

契約等の必要書類を提出してください。 

 

（１） 対象となる建設工事について 

特定建設資材を用いた工事で下記のいずれかに該当する工事です。 

特定建設資材：コンクリート、コンクリート及び鉄からなる建設資材、木材、 

アスファルト・コンクリート 

対象建設工事の種類 規模の基準 

建築物 

解体工事 延床面積 ８０㎡以上 

新築・増築工事 延床面積 ５００㎡以上 

修繕・模様替等工事（リフォーム等） 請負金額 1億円以上 

その他の工作物に関する工事（土木工事等） 請負金額 ５００万円以上 

※特記仕様書等で対象建設工事であることを明示します。 

 

（２） 建設リサイクル法に基づく書類の作成について 

工事請負契約の締結前に、分別解体等の計画について書面を交付し説明をすることが建設リサイクル法に 

より義務付けられています。落札後、下記の書面を作成してください。 

① 建設リサイクル法第１２条に基づく説明書 

② 別表「分別解体の計画等」 

③ 建設リサイクル法第１３条に基づく書面（２枚） 

書式は福島市ウェブサイトからダウンロードしてください。 

しごと・産業⇒入札・契約情報⇒届出用紙等 

②及び③は工事内容別に種類があるので該当するものを使用してください。 

 

（３） 工事担当課による書類確認及び契約書の作成について 

作成後、法第１２条説明書及び別表と法第1３条書面を工事担当課監督員に速やかに提出してください。提出

された書類の確認後、監督員より連絡がありますので、書類を受領してください。 

監督員から返却された法第１３条書面を契約書の最後に綴り、割印を押してください。（２部とも） 

 

（４） 契約書及び建設リサイクル法に基づく書類の提出 

落札決定後１０日以内を目安に契約検査課へ契約書類を提出してください。 

① 法第１２条説明書及び別表（工事担当課へ提出したものと同じもの） 

② 返却された法第１３条書面を綴った契約書（割り印押してください） 

③ その他の必要書類 
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建設リサイクル法１２条説明書 

 

令和  年  月  日 

 

福島市長 様 

 

所在地                         

商号又は名称                     

代表者名                       

 

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１２条の規定により、対象建設工事の分別

解体等の計画等について別添資料のとおり説明します。 

 

記 

 

１．  対象工事 

契約番号   第〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇号 

工  事  名   〇〇〇〇道路改良工事 

工事場所   福島市〇〇町〇〇－〇〇 
 

２． 説明内容 添付資料のとおり 

 

３． 添付資料 

□別表１（建築物に係る解体工事） 

□別表２（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

☑別表３（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等） 

 

 

 

 

 

記載例 
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別表１ （Ａ４）

☑有

40 トン

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物に係る解体工事

分別解体等の計画等
建築物の構造

☑木造　□鉄骨鉄筋コンクリート造　□鉄筋コンクリート造
□鉄骨造　□コンクリートブロック造　□その他（　　　　　　　　）

建築物
に

関する調
査の結

果

建築物の状況 築年数　３０年、棟数　１　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　☑住宅　□商業施設　□学校　☑病院　□その他（
）敷地境界との最短距離　約　　ｍ

その他（　住宅密集地　　）

建築物
に関する
調査の
結果及
び工事
着前に

実施する
措置の
内容

建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　□十分　☑不十分 隣地使用の承諾済
道路使用許可済その他（　　　　　 　  　   ）

搬出経路 障害物　□有（　　　）　☑無

交通整理員の常駐
２トントラックで搬出

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

通学路　☑有　□無

その他（　大型車通行不可　）

残存物品 ☑有　（　エアコン　　　　　　 ）
工事施工までに搬出する

□無

特定建設資材への
付着物

□有　（　　　　　　　　　　　　 ）

☑無

石綿
（大気汚染防
止法・安全衛
生法石綿則）

特定建設資材への付着（　□有　　☑無　）

□無

フロン（フロン
排出抑制法）

□有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器のう
ちフロン類が使われているもの）

☑無

その他

工
程
ごと
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程 作業内容 分別解体等の方法
①建築設備・内装材等

③外装材・上部構造部分 外装材・上部構造部分の取り壊し

他法
令関
係

建築設備･内装材等の取り外し
☑有　□無

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　）

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し
☑有　□無

☑　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　）

□　手作業

☑有　□無 ☑　手作業・機械作業の併用

④基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの取り壊し
☑有　□無

□　手作業

☑　手作業・機械作業の併用

⑤その他
（　　　　　）

その他の取り壊し
□有　☑無

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

工事の工程の順序 ☑上の工程における①→②→③→④の順序
□その他（　　　　　　　          　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　　　　　　　　          　　）

☑内装材に木材が含まれる場合 ①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

□可　☑不可
不可の場合の理由（　建築物の構造上、取り外しができないため　）

建築物に用いられた建設資材の量の見込み

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込
み及びその発生が見込まれる建築物の部分

種類 量の見込み 発生が見込まれる部分（注）

☑①　☑②　☑③　□④
□⑤

（注）　①建築設備・内装材等　②屋根ふき材　③外装材・上部構造部分　④基礎・基礎ぐい　⑤その他

備考

☑コンクリート塊 □①　□②　□③　☑④
□⑤

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝ
ｸ

□①　□②　□③　□④
□⑤

石綿含有整形板有
関係法令の届出済
石綿作業主任者を選任済

トン

トン

トン

25

10
☑建設発生木材

記載例※木造の場合
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別表２ （Ａ４）

□有

□無

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

無し

☑建設発生木材 □①　□②　□③　☑④
☑⑤　☑⑥

（注）　①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　⑥その他
備考

10
トン

□①　☑②　☑③　☑④
☑⑤　□⑥
☑①　□②　□③　□④
□⑤　☑⑥

20
トン

2
トン

⑥その他
（　仮設　）

その他の工事　☑有　□無

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の
見込み並びに特定建設資材が使用され
る建築物の部分及び特定建設資材廃棄
物の発生が見込まれる建築物の部分

種類 量の見込み
使用する部分又は発
生が見込まれる部分

☑コンクリート塊

☑ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

④屋根 屋根の工事　□有　☑無

⑤建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事　□有　☑無

②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事　□有　☑無

③上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事　□有　☑無

□有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器の
うちフロン類が使われているもの）

□無

その他

工
程
ご
と
の
作
業
内
容

工程 作業内容
①造成等 造成等の工事　□有　☑無

特定建設資材への付着
物
（修繕・模様替工事のみ）

□有

（ 　　　　　　　　　   　）

□無

他法令
関係（修
繕・模様
替工事
のみ）

石綿
（大気汚染防止
法・安全衛生法
石綿則）

特定建設資材への付着（　□有　　□無　）

フロン（フロン排
出抑制法）

道路使用許可を取得その他（　　　　　　    　）

搬出経路 障害物　☑有（未舗装）　□無

敷鉄板設置により工事用道路
の確保
交通整理員の常駐

前面道路の幅員　約　１２　ｍ

通学路　☑有　□無

その他（　大型車通行可能　）

周辺にある施設　☑住宅　□商業施設　☑学校

　　　　　　　　　　  □病院　☑その他（　　幼稚園　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　２　　ｍ

その他（　幹線道路（国道）沿い、交通量多い　　　　）

建築物に
関する調
査の結果
及び工事
着手前に
実施する
措置の内

容

建築物に関する調査の結果
工事着手前に実施する措置の内

容

作業場所 作業場所　☑十分　□不十分

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

分別解体等の計画等
使用する特定建設

資材の種類
☑コンクリート　☑コンクリート及び鉄から成る建設資材
☑アスファルト・コンクリート　☑木材

建築物に
関する調
査の結果

建築物の状況 築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況

記載例※新築の場合
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別表３ （Ａ４）

□有

□無

仮設工事　☑有　□無

□　手作業・機械作業の併用

土工事　☑有　□無

□　手作業・機械作業の併用

基礎工事　☑有　□無

□　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事　☑有　□無

□　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事　□有　☑無

□　手作業・機械作業の併用

その他の工事　□有　☑無

□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序

□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　　　）

その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　　　）

備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

トン

□建設発生木材 □①　□②　□③　□④

□⑤　□⑥
（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他

10
トン

230
トン

☑コンクリート塊 □①　☑②　□③　□④

□⑤　□⑥
☑ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 □①　☑②　□③　□④

□⑤　□⑥

⑥その他　　　　　　　　　　　（　　　　　　　） □　手作業

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量
の見込み（解体工事のみ） 　　　　　　　　　トン

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み
（全工事）並びに特定建設資材が使用される工
作物の部分（新築・維持・修繕工事のみ）及び
特定建設資材廃棄物の発生が見込まれる工作
物の部分（維持・修繕・解体工事のみ）

種類 量の見込み
使用する部分又は発生が見込ま
れる部分（注）

□　手作業

③基礎 □　手作業

④本体構造 □　手作業

⑤本体付属品 □　手作業

その他 無し 沿道住民に工事内容を広報・周知する

工
程
ごと
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程 作業内容
分別解体等の方法
（解体工事のみ）

①仮設 □　手作業

②土工

特定建設資材への付着物（解
体・維持・修繕工事のみ）

□有

（　　　　　　　　　　　　）

□無

他法令関係
（解体・維
持・修繕工
事のみ）

石綿
（大気汚染防止
法・安全衛生法
石綿則）

特定建設資材への付着（　□有　　□無　）

搬出経路 障害物　□有（　　　）　□無

交通整理員の常駐を計画
前面道路の幅員　約　　　　ｍ

通学路　□有　□無

その他（　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　３　　ｍ

その他（　幹線道路（県道）上での工事、交通量多い　　　　　　　　　　　　）

工作物に
関する調
査の結果
及び工事
着手前に
実施する
措置の内

容

工作物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　☑十分　□不十分
道路使用許可済

その他（　現道上における工事　）

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ）

☑コンクリート　☑コンクリート及び鉄から成る建設資材

☑アスファルト・コンクリート　□木材

工作物に
関する調
査の結果

工作物の状況 築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　☑住宅　□商業施設　☑学校

　　　　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等
工作物の構造

（解体工事のみ）
□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

工事の種類 ☑新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事

□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話

☑その他（　○○施設設置工事　　　　　　　　　　　　）

記載例
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建築物に係る解体工事 

 

建設リサイクル法第１３条に基づく書面 

 

  契約番号      第〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇号                   

 工 事 名   〇〇〇〇施設解体工事                       

 

１ 分別解体等の方法（工程ごとの作業内容及び解体方法） 

※□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。該当がない場合は記載の必要がない。 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法 

① 建築設備・ 

内装材等 

建築設備・内装材等の取り外し 

☑有 □無し 

☑手作業 

□手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由 

（            ） 

② 屋根ふき材 
屋根ふき材の取り外し 

☑有 □無し 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由 

（ 腐朽         ） 

③ 外装材・ 

上部構造部分 

外装材・上部構造部分の取り壊し 

☑有 □無し 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

④ 基礎・基礎ぐい 
基礎・基礎ぐいの取り壊し 

☑有 □無し 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

⑤ その他 

（     ） 

その他の取り壊し 

□有 ☑無し 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

  

２ 解体工事に要する費用（直接工事費）          ￥〇〇〇〇〇〇 円（税抜き） 

※分別解体及び積込みに要する費用（仮設費、運搬費及び仮置き費用は含まない） 

 

３ 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

コンクリート塊 〇〇興業(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

建設発生木材 日本〇〇(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

建設発生木材 〇〇ボード(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

   

   

 

４ 再資源化等に要する費用（直接工事費）         ￥〇〇〇〇〇〇 円（税抜き） 

  ※運搬費を含む 

 

記載例 
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建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替） 

 

建設リサイクル法第１３条に基づく書面 

 

  契約番号      第〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇号                   

 工 事 名   〇〇〇〇施設新築工事                   

 

１ 分別解体等の方法（工程ごとの作業内容及び解体方法） 

※□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。該当がない場合は記載の必要がない。 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法 

① 造成等 
造成等の工事 

☑有 □無 

☑手作業 

□手作業・機械作業の併用 

② 基礎・基礎ぐい 
基礎・基礎ぐいの工事 

☑有 □無 

☑手作業 

□手作業・機械作業の併用 

③ 上部構造部分・ 

外装材 

上部構造部分・外装の工事 

☑有 □無 

☑手作業 

□手作業・機械作業の併用 

④ 屋根 
屋根の工事 

☑有 □無 

☑手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑤ 建築設備・ 

内装等 

建築設備・内装等の工事 

☑有 □無 

☑手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑥ その他 

（ 仮 設   ） 

その他の工事 

☑有 □無 

☑手作業 

□手作業・機械作業の併用 

  

２ 解体工事に要する費用（直接工事費）            なし    円（税抜き） 

※分別解体及び積込みに要する費用（仮設費、運搬費及び仮置き費用は含まない） 

 

３ 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

コンクリート塊 〇〇興業(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

アスファルト・コンクリート塊 〇〇建材(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

建設発生木材 日本〇〇(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

建設発生木材 〇〇ボード(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

   

 

４ 再資源化等に要する費用（直接工事費）         ￥〇〇〇〇〇〇 円（税抜き） 

  ※運搬費を含む 

 

記載例 
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建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等） 

 

建設リサイクル法第１３条に基づく書面 

 

  契約番号      第〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇号                   

 工 事 名   〇〇〇〇道路改良工事                   

 

１ 分別解体等の方法（工程ごとの作業内容及び解体方法） 

※□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。該当がない場合は記載の必要がない。 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法 

① 仮設 
仮設工事 

☑有 □無 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

② 土工 
土工事 

☑有 □無 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

③ 基礎 
基礎工事 

□有 ☑無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

④ 本体構造 
本体構造の工事 

☑有 □無 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

⑤ 本体付属品 
本体付属品の工事 

☑有 □無 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

⑥ その他 

（       ） 

その他の工事 

□有 ☑無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

  

２ 解体工事に要する費用（直接工事費）            なし    円（税抜き） 

※分別解体及び積込みに要する費用（仮設費、運搬費及び仮置き費用は含まない） 

 

３ 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

コンクリート塊 (株)〇〇産業 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

コンクリート塊 (株)〇〇工業 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

アスファルト・コンクリート塊 〇〇興業(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

アスファルト・コンクリート塊 △△△△(株) 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

建設発生木材 〇〇チップ工場 福島県福島市〇〇町〇〇－〇〇 

 

４ 再資源化等に要する費用（直接工事費）                 円（税抜き） 

  ※運搬費を含む 

 

記載例 
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第３ 資料編 

１．入 札 の 条 件 
 入札の条件は次のとおりとする。 

 

１ 現場説明会又は資料配付が実施される場合、当該説明会への出席又は配付時間内に資料を受領（閲覧）して  

いること。 

 

２ １５００万円以上の建築工事又は５００万円以上のその他の工事の入札に参加するときは、建設業法に定めの

ある経営事項審査を受け、かつ、その有効期間内でなければならない。 

 

３ 入札金額 

落札決定にあたっては、入札金額に消費税及び地方消費税に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満

の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び   

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額から消費税及び 

地方消費税に相当する額を差し引いた金額で入札すること。 

 

４ 入札保証金 

入札保証金は、入札金額の１００分の５以上の額とする。ただし、当該入札に指名する者のうち、福島市財務

規則（以下、「規則」という。）第１６７条の規定に該当する者については、免除する。 

 

５ 契約保証金 

契約保証金は、請負代金の１００分の１０以上の額とする。 

請負代金額５００万円以上の工事請負契約にあっては、福島市工事請負契約約款第４条第１項各号（以下参照）

に掲げるいずれかの保証を付さなければならない。 

約款第４条第１項第１号契約保証金の納付 

〃    第２号契約保証金に代わる担保となる有価証券の提出 

〃    第３号銀行等の金融機関又は前払金保証事業会杜の保証 

〃    第４号公共工事履行保証証券による保証 

〃    第５号履行保証保険（定額填補による付保）の締結 

ただし、上記を除く契約は、規則第１５０条第１項各号に該当する者については契約保証金を免除する。 

 

６ 契約書 

規則第１４７条の規定による契約書は、原則として契約権者が作成した契約書案によるものとする。ただし、

請負代金の額が１００万円未満であるものにつき、請書（書式第１・第２・第３・第４）の提出があったときは、

契約書を作成しないことができる。 

 

７ 工事等の落札者は、現場代理人及び監理技術者等(監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者)及び専門   

技術者を定め通知するときは、経歴書を添付して契約書とともに提出すること。なお、工事等以外の請負契約の

落札者についても同様とする。 

 

８ 落札者となった建設業者は、建設業退職金共済組合に加入するとともに、購入した証紙の収納書を提出する  

こと。ただし、電子申請方式を選択する場合においては、工事請負契約締結時に「建設業退職金収納書提出に   

係る理由書」を収納書に代えて提出するとともに、「掛金収納書（電子申請方式）」を契約後速やかに発注者   

（監督員）に提出すること。 

 

９ 落札者となった建設業者は、工事の施工にあたっては、建設業法を遵守すること。 

 

１０ 規則第１５３条第２項に規定する連帯保証人に予定される者は、落札者と同等以上の資格を有する者 

 

 

その他の事項 

 

（１）福島市電子入札心得及び現場等を熟知のこと。 

（２）入札回数は２回までとする。この場合において、落札者が決定しないときは、随意契約への移行若しくは   

指名替えをすることがある。 

（３）入札(見積)の前に、質問書以外の方法で、担当者等の発注関係者に接触を持った場合は失格となる。 
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福 島 市 電 子 入 札 心 得 

   

（目的） 

第１条 福島市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）を利用して発注する

工事、工事に係る測量、設計及び調査、業務委託の請負、物品の購入、賃貸借、修繕及び

印刷に係る競争による入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、法令

の定めるもののほか、この心得の定めるところにより入札に参加するものとする。 

 

 （電子入札システムへの利用者登録） 

第２条 入札参加者は、福島市競争入札参加資格審査事務処理要綱（平成７年４月１日制定）

第１２条に定める有資格者名簿に登録された者でなければならない。 

２ 入札参加者は、電子入札に使用できるＩＣカードを取得し、電子入札システムに利用者登

録を行わなければならない。ＩＣカードの更新、追加等を行った場合も同様とする。 

３ 入札参加者が電子入札において使用することができるＩＣカードは、入札参加者（特定建 

設工事共同企業体にあっては、当該共同企業体を代表する構成員）の代表者、又は当該代

表者から、福島市入札参加資格審査申請時に入札に関する一切の権限について委任を受け

た者のＩＣカードでなければならない。 

 

（電子入札システム利用の原則） 

第３条 電子入札においては、福島市建設工事等電子入札実施要領第７条第１項各号並びに

福島市物品調達電子入札実施要領第７条第１項各号に該当する場合を除き、電子入札シス

テムを使用して入札手続を行うものとする。 

２ 電子入札においては、入札参加者に対する入札手続に関連する入札参加資格確認通知等

の各種通知は、原則として電子入札システムを利用して行うものとする。 

 

  （入札保証金） 

第４条 入札保証金は、入札金額の１００分の５以上の額とし、その納付等については、別

に定めるところによる。ただし、一般競争入札に参加しようとする者のうち、福島市財務

規則（平成１５年規則第３４号。以下「規則」という。）第１６７条の規定に該当する者に

ついては、これを免除する。 

 

  （入札等） 

第５条 入札参加者は、指名通知書、金額抜き設計図書又は仕様書、特約条項、契約の方法

及び入札条件を、また、公告により行われる入札の入札参加者は公告事項を熟知のうえ入

札しなければならない。  

２ 第１項の趣旨に基づく設計図書等の閲覧をしなかった入札参加者は当該入札に加わる

ことができない。  

３ 請負契約の入札参加者については、前項に加え、設計図書等及び現場等を熟知するとと

もに、請負契約の内工事請負契約の入札参加者については、福島市工事請負契約約款（以
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下「約款」という。）を熟知のうえ入札しなければならない。  

４ 入札参加者は、電子入札システムにより、公告又は指名通知書で示す入札期間において

入札書又は辞退届を提出しなければならない。 

５ 入札書には、入札金額、電子くじ入力番号等必要な事項をすべて入力しなければならな

い。 

６ 提出された入札書等の変更又は取消しは認めないものとする。 

７ 福島市建設工事等電子入札実施要領第７条第１項各号並びに福島市物品調達電子入札

実施要領第７条第１項各号に該当する場合は、書面による入札書又は辞退届の提出（以下

「紙入札等」という。）ができるものとする。 

８ 紙入札の承認を受けた入札参加者は福島市建設工事等電子入札実施要領第１７条並び

に福島市物品調達電子入札実施要領第１７条に基づき入札書及び関係書類を財務部契約

検査課契約係へ持参の上、提出しなければならない。 

 

 （工事費内訳書等） 

第６条 入札参加者は、工事費内訳書又は積算内訳書（以下「工事費内訳書等」という｡)の

提出が必要な入札の場合においては、入札書と併せて電子入札システムで工事費内訳書

等を提出するものとする。なお、紙入札等の承認を受けた入札参加者は、財務部契約検査

課契約係へ持参の上、入札書と併せて提出するものとする。 

 

  （入札の辞退） 

第７条 指名を受けた者又は一般競争入札参加資格の確認を経て資格がある旨通知を受け

た者は、入札書受付締切予定日時を経過するまでは、いつでも入札を辞退することができ

る。ただし、入札書を提出した以降は、入札辞退届を提出することができない。 

２ 指名を受けた者又は一般競争入札に参加する者は、入札を辞退するときは、その旨を、

次の各号に掲げるところにより申し出るものとする。 

一 入札書の提出期限までに電子入札システムで入札辞退届を提出して行う。 

二 紙入札業者にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を、入札を執行する

者に直接提出して行う。 

３ 入札書の提出期限までに入札書が電子入札システムに記録されない場合は、入札を辞退

したものとみなす。 

４ 入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名及び競争入札参加資格の認定等に

ついて不利益な取り扱いを受けるものではない。 

 

  （公正な入札の確保） 

第８条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律

第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札にあたっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又

は入札意志についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示し

てはならない。  
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（電子入札の延期又は中止） 

第９条 入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執行

することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札

の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

２ 次の各号に定める電子入札システムの障害等により入札又は開札ができない場合は、原

因を調査、確認し、復旧までに相当の時間を要すると判断されるときは、入札又は開札を

延期又は中止することができる。 

一 自然災害 

二 広域又は地域的停電 

三 プロバイダ又は通信事業者に起因する通信障害等 

四 前各号に掲げるもののほか入札又は開札の延期又は中止が妥当であると認められる

障害 

 

（入札の不成立） 

第１０条 指名競争入札執行時に、指名された者が辞退等により応札者が１人となったとき

は、その入札は不成立とする。ただし第１３条に規定する再度入札執行時はこの限りでな

い。 

 

（無効の入札） 

第１１条 福島市競争入札心得第８条各号に規定するもののほかに、次の各号のいずれかに

該当する入札は、無効とする。 

一 ＩＣカードを不正に使用して行われた入札 

二 福島市建設工事等電子入札実施要領第７条第１項各号並びに福島市物品調達電子 

入札実施要領第７条第１項各号の規定に基づく承諾を得ていない紙入札 

三 同一の入札参加者が電子入札と紙入札の両方を行ったときの紙入札 

四 電子入札システムにおいて、入力が必要な項目を入力せず、又は入力が不要な項目

若しくは記述を入力した事項を含む入札 

五 電子入札システムの画面上に示された文字種、文字数、記入例その他の指定に従わ

ないで入力した事項を含む入札 

 

（落札者の決定） 

第１２条 事後審査型制限付一般競争入札を除き、入札を行った者のうち、予定価格の制限

の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の１０第１項の規定を適用す

る必要があると認めるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申し込みをした者

のうち最低の価格をもって申し込みをした者以外の者を落札者とする。 

２ 施行令第１６７条の１０第２項の規定を適用する必要があると認めるときは、予定価格

の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって申し込みをした者のうち最低

の価格をもって申し込みをした者を落札者とする。 
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３ 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、電子くじにより落札者を定

める。 

（再度入札等） 

第１３条 開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札

がないときは、再度の入札を行う。 

再度の入札の入札期限及び開札日等については、初度入札後、速やかに入札参加者に対

し電子入札システムにより通知するものとする。なお、紙入札の承認を得た入札参加者に

対しては、ファクシミリ又は電話等により通知するものとする。 

２ 再度入札の回数は原則として、一般競争入札と指名競争入札とを問わず１回を限度とす

る。なお、この限度内において落札者がないときは、施行令第１６７条の２第１項第８号

の規定による随意契約に移行する場合を除き、指名替えなどにより改めて入札を行う。た

だし、一般競争入札において再度入札の限度内において落札者がないときは、施行令第１

６７条の２第１項第８号の規定による随意契約に移行する場合を除き、再度公告をし、改

めて入札を行う。 

３ 初度入札に参加しなかった者、無効入札をした者及び最低制限価格を設けた競争入札に

おいて最低制限価格より低い価格の入札をした者は、再度入札に参加することができない。   

 

（契約書等の提出） 

第１４条 契約書を作成する場合において、落札者は落札決定後、契約権者が指示する契約

書案に住所、氏名その他必要な事項を記載し、これに記名押印、関係書類を添えて１０日

以内に契約権者に提出しなければならない。 

２ 契約書の作成を要しない場合においては、落札者は落札決定後、１０日以内に契約権者

が指示する請書を提出しなければならない。 

  

（連帯保証人） 

第１５条 工事請負契約を除く契約について、規則第１５３条第１項に規定する連帯保証人

は、契約人に代わって、自らその請負業務又は給付を完成し又は履行することを保証する

ものとし、その資格については規則第１５３条第２項の規定により、市の入札に加わるこ

とについて、その保証しようとする契約人と同等以上の資格を有する者を立てなければな

らない。 

２ 前項の連帯保証人の選定については、契約権者の承諾を得なければならない。 

３ 第１項に規定する連帯保証人を立てた契約人は、当該連帯保証人について次の各号の１

に掲げる事由が生じたときは、規則第１５３条第３項の規定により、当該事由が生じた日

から５日以内に、新たに連帯保証人を立てなければならない。 

一 連帯保証人が、死亡し、又は解散したとき。 

二 連帯保証人が、第１項に規定する資格を失ったとき。 

 

（連帯保証人を要しない場合） 

第１６条 １件１００万円未満の請負契約及び物品調達契約を締結するとき、並びに市長が

特に認めた場合には、前条の規定にかかわらず、連帯保証人を要しないものとする。  
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（契約保証金） 

第１７条 規則第１４９条に定める契約保証金の納付等については、別に定めるところによ

る。 

 

（建設業退職金共済制度への加入） 

第１８条 市発注工事を落札し、工事請負契約を締結する際は、原則として「建設業退職金

共済組合」と、共済契約を結び証紙を購入したうえ、金融機関の発行する掛金収納書を提

出しなければならない。証紙購入額は次を基準とする。 

一 土木工事は消費税又は消費税相当分を除いた請負金額の１０００分の２ 

二 建築工事（設備工事を含む。）は消費税又は消費税相当分を除いた請負金額の１０００

分の１．５ 

 

（異義の申立） 

第１９条 入札をした者は入札後、第３条第１項に規定する入札の条件等及びこの心得につ

いての不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

   

（共同企業体に関する事項） 

第２０条 共同企業体が入札に参加する場合においては、代表者があらかじめ他の構成員か

ら入札に関する一切の権限を委任された委任状を電子入札システムにて提出し、入札に参

加しなければならない。 

  

（補則） 

第２１条 この心得に疑義がある場合、入札参加者は、その疑義について入札前において質

問することができる。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１．この心得は、令和５年７月１日から施行する。 

（施行期日） 

２．この心得は、令和６年１１月１日に施行する。 

（施行期日） 

３．この心得は、令和６年１２月１日に施行する。 
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 ３．福島市工事請負契約約款 
 

 

福島市工事請負契約約款 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図

書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同

じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この約款及び設計図書を内容とする

工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。  

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者に

引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。  

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工方

法等」という。）については、この約款及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受

注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

５ この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わ

なければならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。  

７ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。  

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別

の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるものとする。  

９ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９

号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。  

１０ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

１１ この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁

判所とする。 

１２ 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づく

全ての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者に対して

行ったこの契約に基づく全ての行為は、当該企業体の全ての構成員に対して行ったもの

とみなし、また、受注者は、発注者に対して行うこの契約に基づく全ての行為について

当該代表者を通じて行わなければならない。 

１３ 受注者が、法人又は組合の代表者名義をもって契約している場合において、その代

表者に変更があったときは、速やかにその名義変更に係る登記事項証明書その他のこれ

を証する書面を添えて、その旨を発注者に届け出なければならない。  

（関連工事の調整） 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の

工事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、調整

を行うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者

の行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

（請負代金内訳書及び工程表） 

第３条 受注者は、この契約の締結後１４日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書

（以下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。  

２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するもの

とする。 

３ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。  

（契約の保証） 

第４条 受注者は、この契約（請負代金額が５００万円未満の場合を除く。）の締結と同時

に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。ただし、第５号の場合

においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなけれ
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ばならない。 

（１） 契約保証金の納付 

（２） 契約保証金に代わる担保となる有価証券の提供 

（３） この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、発注

者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関す

る法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をい

う。以下同じ。）の保証 

（４） この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証  

（５） この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約

の締結 

２ 受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報処理組織を使用する  

方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下「電磁的方法」という。）であって、 

当該履行保証保険契約の相手方が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。こ  

の場合において、受注者は、当該保険証券を寄託したものとみなす。  

３ 第１項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第６項において「保証

の額」という。）は、請負代金額の１０分の１以上としなければならない。  

４ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保

証は第５２条第３項各号に規定する者による契約の解除の場合についても保証するもの

でなければならない。 

５ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、

当該保証は、契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４号又は

第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。  

６ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の１０分の１に

達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証の額の

減額を請求することができる。 

７ 契約保証金から生じた利子は、発注者に帰属するものとする。  

（権利義務の譲渡等） 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。  

２ 受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第１３条第２

項の規定による検査に合格したもの及び第３８条第３項の規定による部分払のための確

認を受けたもの並びに工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保

の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限

りでない。 

３ 受注者が前払金の使用や部分払等によってもなおこの契約の目的物に係る工事の施工

に必要な資金が不足することを疎明したときは、発注者は、特段の理由がある場合を除

き、受注者の請負代金債権の譲渡について、第１項ただし書の承諾をしなければならな

い。 

４ 受注者は、前項の規定により、第１項ただし書の承諾を受けた場合は、請負代金債権

の譲渡により得た資金をこの契約の目的物に係る工事の施工以外に使用してはならず、

またこの使途を疎明する書類を発注者に提出しなければならない。  

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機

能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。  

（下請負人の通知） 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を

請求することができる。 

（特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保

護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材料、施

工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。た
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だし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、設計図書に特許権

等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注

者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。  

（監督員） 

第９条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。

監督員を変更したときも同様とする。 

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもの及びこの約款に基づく発注者の権限とさ

れる事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図書に定める

ところにより、次に掲げる権限を有する。 

（１） この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾  

又は協議 

（２） 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作  

成した詳細図等の承諾 

（３） 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の  

試験若しくは検査（確認を含む。） 

３ 発注者は、２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞ

れの監督員の有する権限の内容を、監督員にこの約款に基づく発注者の権限の一部を委

任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなけれ

ばならない。 

５ この約款に定める発注者に対する催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除につ

いては、設計図書に定めるものを除き、監督員を経由して行うものとする。この場合に

おいては、監督員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。  

６ 発注者が監督員を置かないときは、この約款に定める監督員の権限は、発注者に帰属

する。 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第１０条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定める

ところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これら

の者を変更したときも同様とする。 

（１） 現場代理人 

（２） 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第２項の規定に該当する場合  

は監理技術者、それ以外の場合は主任技術者（同法第２６条第３項の工事の場合は、専

任の主任技術者又は監理技術者を置かなければならない。また、監理技術者は、同法第

２６条第５項の規定により、監理技術者資格者証の交付を受けた者でなければならな

い。） 

（３） 監理技術者補佐（建設業法第２６条第３項ただし書に規定するものをいう。以下

同じ。） 

（４） 専門技術者（建設業法第２６条の２に規定する技術者をいう。以下同じ。）  

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行う

ほか、請負代金額の変更、工期の変更、請負代金の請求及び受領、第１２条第１項の請

求の受理、同条第３項の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知の受理並

びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使す

ることができる。 

３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締り及

び権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、

現場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすることができる。  

４ 受注者は、第２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せ

ず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通

知しなければならない。 

５ 現場代理人、監理技術者等（監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者をいう。以

下同じ。）及び専門技術者は、これを兼ねることができる。  
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（履行報告） 

第１１条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に

報告しなければならない。 

（工事関係者に関する措置請求） 

第１２条 発注者は、現場代理人がその職務（監理技術者等又は専門技術者と兼任する現

場代理人にあってはそれらの者の職務を含む。）の執行につき著しく不適当と認められる

ときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきこと

を請求することができる。 

２ 発注者又は監督員は、監理技術者等、専門技術者（これらの者と現場代理人を兼任す

る者を除く。）その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で

工事の施工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対し

て、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができ

る。 

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決

定し、その結果を請求を受けた日から１０日以内に発注者に通知しなければならない。  

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者

に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求すること

ができる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を請求を受けた日から１０日以内に受注者に通知しなければならない。  

（工事材料の品質及び検査等） 

第１３条 工事材料の品質については、設計図書の定めるところによる。設計図書にその

品質が明示されていない場合にあっては、中等の品質を有するものとする。  

２ 受注者は、設計図書において監督員の検査（確認を含む。以下この条において同じ。）

を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格したものを

使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用は、受注者の

負担とする。 

３ 監督員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から７日以内

に応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場外に

搬出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定された工事材

料については、当該決定を受けた日から７日以内に工事現場外に搬出しなければならな

い。 

（監督員の立会い及び工事記録の整備等） 

第１４条 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調合について見

本検査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又

は当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。  

２ 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものと指定された工事につ

いては、当該立会いを受けて施工しなければならない。  

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書におい

て当該見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工事

の施工をするときは、設計図書に定めるところにより、当該見本又は工事写真等の記録

を整備し、監督員の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しな

ければならない。 

４ 監督員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたときは、

当該請求を受けた日から７日以内に応じなければならない。  

５ 前項の場合において、監督員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内に応じないた

め、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督員に通知した上、当該立会い

又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を施工すること

ができる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工を適
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切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったと

きは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。  

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記

録の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

（支給材料及び貸与品） 

第１５条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）及び貸与する

建設機械器具（以下「貸与品」という。）の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所

及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

２ 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発注者

の負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場合におい

て、当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格若しくは性能が設計図書の定めと

異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、受注者は、その旨を直ちに発注者に通

知しなければならない。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、

発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。  

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に種類、

品質又は数量に関しこの契約の内容に適合しないこと（第２項の検査により発見するこ

とが困難であったものに限る。）などがあり使用に適当でないと認めたときは、その旨を

直ちに発注者に通知しなければならない。 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において、

必要があると認められるときは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若

しくは貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸与品の品名、数量、品質若しくは規格若

しくは性能を変更し、又は理由を明示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の

使用を受注者に請求しなければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品の

品名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更することができる。  

７ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは請負

代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければなら

ない。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によって

不用となった支給材料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。  

１０ 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくは毀損し、又はそ

の返還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状

に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。  

１１ 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないときは、

監督員の指示に従わなければならない。 

（工事用地の確保等） 

第１６条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用

地（以下「工事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に

特別の定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければならない。  

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければなら

ない。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当

該工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物

件（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。以下この条において同じ。）があ

るときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片

付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わっ
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て当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場

合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し

出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担

しなければならない。 

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者

の意見を聴いて定める。 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第１７条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督員がそ

の改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当該

不適合が監督員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によるときは、発

注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者

に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

２ 監督員は、受注者が第１３条第２項又は第１４条第１項から第３項までの規定に違反

した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査す

ることができる。 

３ 前項に規定するほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認められ

る相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当の理由を

受注者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。  

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。  

（条件変更等） 

第１８条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見し

たときは、その旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。  

（１） 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと  

（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。 

（２） 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

（３） 設計図書の表示が明確でないこと。 

（４） 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自  

然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。  

（５） 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な  

状態が生じたこと。 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら前項各号に掲げる事実を

発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、

受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。  

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示す

る必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後１４日以内に、そ

の結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを

得ない理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長するこ

とができる。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認

められるときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなけ

ればならない。 

（１）   第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があ 

るもの 発注者が行う。 

（２） 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更  

を伴うもの 発注者が行う。 

（３） 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更  

を伴わないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要

があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

（設計図書の変更） 
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第１９条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図

書の変更内容を受注者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合におい

て、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は

受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

（工事の中止） 

第２０条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地

すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」と

いう。）であって受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生

じ、若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工できないと認められ

るときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部

の施工を一時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受

注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。  

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要があ

ると認められるときは、工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に

備え工事現場を維持し、若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他

の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし、若しくは受注者に損害を及ぼした

ときは必要な費用等を負担しなければならない。 

（著しく短い工期の禁止） 

第２１条 発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、この工事に従事する者の労働時

間その他の労働条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により工事等の実施が

困難であると見込まれる日数等を考慮しなければならない。 

（受注者の請求による工期の延長） 

第２２条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他

受注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができない

ときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することがで

きる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められると

きは、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責めに帰

すべき事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を行い、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

（発注者の請求による工期の短縮等） 

第２３条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変

更を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

（工期の変更方法） 

第２４条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開

始の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。  

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

するものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第２２条の場合にあっ

ては発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請

求を受けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開

始の日を定め、発注者に通知することができる。 

（請負代金額の変更方法等） 

第２５条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知

する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の

日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することがで
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きる。 

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に

発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。  

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第２６条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から１２月を経過した後に日

本国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認め

たときは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。  

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請

負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下

この条において同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出

した変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のう

ち変動前残工事代金額の１，０００分の１５を超える額につき、請負代金額の変更に応

じなければならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指

数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以

内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。  

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行

うことができる。この場合において、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前の

この条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。  

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生

じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほ

か、請負代金額の変更を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフ

レーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発

注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求することがで

きる。 

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議し

て定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあっては、発

注者が定め、受注者に通知する。 

８  第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受

注者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を

行った日又は受けた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、

協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

（臨機の措置） 

第２７条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらな

ければならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじ

め監督員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、

この限りでない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直ちに通知しな

ければならない。 

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に対

して臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に

要した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担することが適当でないと認

められる部分については、発注者が負担する。 

（一般的損害） 

第２８条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他

工事の施工に関して生じた損害（次条第１項若しくは第２項又は第３０条第１項に規定

する損害を除く。）については、受注者がその費用を負担する。ただし、その損害（第５

５条第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。）のうち発注者

の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。  
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（第三者に及ぼした損害） 

第２９条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償

しなければならない。ただし、その損害（第５５条第１項の規定により付された保険等

によりてん補された部分を除く。以下この条において同じ。）のうち発注者の責めに帰す

べき事由により生じたものについては、発注者が負担する。  

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、

地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその

損害を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき受注者が善

良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担する。  

３ 前２項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、

発注者と受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。  

（不可抗力による損害） 

第３０条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、

当該基準を超えるものに限る。）発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができない

もの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は工事

現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具（以下この条において「工事目的物等」

という。）に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者

に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受

注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第５５条第１項の規定に

より付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において「損害」とい

う。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。  

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担

を発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、

当該損害の額（工事目的物等であって第１３条第２項、第１４条第１項若しくは第２項

又は第３８条第３項の規定による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等によ

り確認することができるものに係る損害の額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する

費用の額の合計額（以下この条において「損害合計額」という。）のうち請負代金額の１

００分の１を超える額を負担しなければならない。ただし、災害応急対策又は災害復旧

に関する工事における損害については、発注者が損害合計額を負担するものとする。  

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、

算定する。 

（１） 工事目的物に関する損害 損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、 

残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。  

（２） 工事材料に関する損害 損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに 

相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額と  

する。 

（３） 仮設物又は建設機械器具に関する損害 損害を受けた仮設物又は建設機械器具 

で通常妥当と認められるものについて、当該工事で償却することとしている償却  

費の額から損害を受けた時点における工事目的物に相応する償却費の額を差し引  

いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修繕  

費の額が上記の額より少額であるものについては、その修繕費の額とする。  

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗

力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の

額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに

要する費用の額の累計」と、「請負代金額の１００分の１を超える額」とあるのは「請負

代金額の１００分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」と、「損害合計額

を」とあるのは「損害合計額から既に負担した額を差し引いた額を」として同項を適用

する。 

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 
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第３１条 発注者は、第８条、第１５条、第１７条から第２０条まで、第２２条、第２３

条、第２６条から第２８条まで、前条又は第３４条の規定により請負代金額を増額すべ

き場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、請負代金額の増

額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。この場合にお

いて、設計図書の変更内容は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始

の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。  

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

しなければならない。ただし、発注者が前項の請負代金額を増額すべき事由又は費用を

負担すべき事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者

は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。  

（検査及び引渡し） 

第３２条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査員」という。）は、前

項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から１４日以内に受注者の立会い

の上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を完了し、当

該検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者又は検査

員は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、工事目的物を最

小限度破壊して検査することができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。  

４ 発注者は、第２項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の引

渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。  

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請負代

金の支払の完了と同時に行うことを請求することができる。この場合においては、受注

者は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

６ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査を

受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみなして前各

項の規定を適用する。 

（品質確保の確認検査） 

第３２条の２ 発注者又は検査員は、工事の品質を確保するため必要があると認められる

ときは、工事の施工中途において工事の品質を確保するための検査を行うことができる。 

２ 発注者又は検査員は、前項の検査に当たり必要があると認められるときは、その理由

を受注者に通知して、工事目的物を最小限度破壊して検査することができる。  

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。  

（請負代金の支払） 

第３３条 受注者は、第３２条第２項（同条第６項後段の規定により適用される場合も含

む。第３項において同じ。）の検査に合格したときは、請負代金の支払を請求することが

できる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から４０日以内に

請負代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により第３２条第２項の期間内に検査をしないとき

は、その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下こ

の項において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、

その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日

数を超えた日において満了したものとみなす。 

（部分使用） 

第３４条 発注者は、第３２条第４項又は第５項の規定による引渡し前においても、工事

目的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。  

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用

しなければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって受

注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。  
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（前金払及び中間前金払） 

第３５条 受注者は、請負代金額が３００万円以上の場合に限り、保証事業会社と、契約

書記載の工事完成の時期を保証期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２

条第５項に規定する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発

注者に寄託してその証書記載の保証金額の範囲内において、請負代金額の１０分の４以

内の額（１万円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）の前払金の支払を発

注者に請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保

証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。

この場合において、受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内

に前払金を支払わなければならない。 

４ 受注者は、第１項の規定による前払金の支払を受けた後、保証事業会社と中間前払金

に関し、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする保証契約を締結し、その保証証

書を発注者に寄託して、請負代金額の１０分の２以内の額（１万円未満の端数があると

きは、その端数は切り捨てる。）の中間前払金の支払を発注者に請求することができる。 

５ 第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

６ 受注者は、第４項の中間前払金の支払を請求しようとするときは、あらかじめ、発注

者又は発注者の指定する者の中間前金払に係る認定を受けなければならない。この場合

において、発注者又は発注者の指定する者は、受注者の請求があったときは、直ちに認

定を行い、当該認定の結果を受注者に通知しなければならない。  

７ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額

の１０分の４（第４項の規定により中間前払金の支払を受けているときは１０分の６。）

から受領済みの前払金額（中間前払金の支払を受けているときは、中間前払金額を含む。

次項及び次条において同じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金（１万円未

満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。中間前払金の支払を受けているときは、

中間前払金を含む。以下この条から第３７条までにおいて同じ。）の支払を請求すること

ができる。この場合においては、第３項の規定を準用する。 

８ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額

後の請負代金額の１０分の５（第４項の規定により中間前払金の支払を受けているとき

は１０分の６。１万円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）を超えるとき

は、受注者は、請負代金額が減額された日から３０日以内にその超過額を返還しなけれ

ばならない。ただし、本項の期間内に第３３条、第３８条又は第３９条の規定による支

払をしようとするときは、発注者は、その支払額の中から超過額を控除することができ

る。 

９ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前に更に請負代金額を増額した場合におい

て、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額であるときは、受注者は、その

超過額を返還しないものとし、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額未満の額であ

るときは、受注者は、受領済みの前払金の額のうち増額後の請負代金額の１０分の５（第

３項の規定により中間前払金の支払を受けているときは１０分の６。）の額（１万円未満

の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）を差し引いた額を返還しなければならな

い。 

１０ 第８項及び第９項の超過額が相当の額に達した場合において、前払金の使用状況か

らみて返還することが著しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者とが協

議して返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日から３０日以内

に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。  

１１ 発注者は、受注者が第８項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還

額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に

応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額の遅延利息（１００円未満の端数がある

ときは、その端数は切り捨てる。）の支払を請求することができる。  

（保証契約の変更） 
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第３６条 受注者は、前条第７項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに前払金

の支払を請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を直ち

に発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が変更された場合において、保証契

約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。た

だし、前払金超過額を返還する場合における保証契約の変更は、その超過額を返還した

後に行うものとし、その変更後の保証金額は、減額後の前払金額を下らないものとする。  

３ 受注者は、第１項又は第２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であ

って、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずるこ

とができる。この場合において、受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。  

４ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わ

りその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。  

（前払金の使用等） 

第３７条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入

費（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕

費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支

払に充当してはならない。 

（部分払） 

第３８条 受注者は、請負代金額が３００万円以上である場合に限り、かつ、工事の完成

前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及び製造工場等にある工場製品

（第１３条第２項の規定により監督員の検査を要するものにあっては当該検査に合格し

たもの、監督員の検査を要しないものにあっては設計図書で部分払の対象とすることを

指定したものに限る。）に相応する請負代金額（以下この条において「出来高金額」とい

う。）が請負代金額の１０分の５を超えた場合において、工事の完成前に、当該請負代金

相当額の１０分の９以内の額（１万円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）

について、次項から第１０項までに定めるところにより部分払を請求することができる。

ただし、この請求は、工期中次の表に定める回数を超えることができない。  

 

請負代金額 前金払をしない場合 前金払をする場合 

１，０００万円未満 ２回 １回 

１，０００万円以上 

３，０００万円未満 
３回 ２回 

３，０００万円以上 発注者と受注者とが協議して別に契約で定める回数 

 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部

分又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認を発注

者に請求しなければならない。 

３ 発注者又は検査員は、前項の場合において、当該請求を受けた日から１４日以内に、

受注者の立会いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を

行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者

は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小

限度破壊して検査することができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。

この場合においては、発注者は、当該請求を受けた日から３０日以内に部分払金を支払

わなければならない。 

６ 第１項の場合において、受注者が既に前金払により請負代金の一部の前払を受けてい

るときは、同項の規定により請求をすることができる額は、次の算式により算定して得
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た額以内の額（１万円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）とする。  

（１） 部分払がまだ１度もなされていない場合 

（出来高金額×９／１０）－（前払金額×９／１０×出来高金額／請負代金額） 

（２） 部分払が既になされている場合 

（出来高金額×９／１０）－（前払金額×９／１０×出来高金額／請負代金額＋  

既に部分払されている額） 

７ 第３６条第２項ただし書の規定により受注者が保証契約を変更しないため保証期間が

満了した場合において、当該保証期間満了後に部分払として請求することができる額は、

前項の規定にかかわらず、次の算式により算定して得た額以内の額（１万円未満の端数

があるときは、その端数は切り捨てる。）とする。 

（１） 部分払がまだ１度もなされていない場合 

（出来高金額×９／１０）－前払金額 

（２） 部分払が既になされている場合 

（出来高金額×９／１０）－（前払金額＋既に部分払されている額）  

８ 第１項、第６項及び第７項の場合において、出来高金額は、発注者と受注者とが協議

して定める。ただし、発注者が第５項の規定による請求を受けた日から１０日以内に協

議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。  

９ 請負代金額が著しく増額された場合において、部分払の金額及び請負代金額の別によ

る部分払の請求をすることができる回数は、当該増額後の請負代金額について第１項、

第６項及び第７項の規定を適用して得られたところによる。この場合において、既に支

払われている部分払の金額が当該増額後の請負代金額について、第１項、第６項及び第

７項の規定を適用して得られる部分払の金額に満たないときは、受注者は、その差額に

相当する額について発注者に対し支払を請求することができる。第５項の規定は、この

場合における当該差額に相当する額の支払について準用する。  

１０ 請負代金額が著しく減額された場合において、部分払の金額及び請負代金額の別に

よる部分払の請求をすることができる回数は、当該減額後の請負代金額について第１項、

第６項及び第７項の規定を適用して得られたところによる。この場合において、既に支

払われている部分払の金額が当該減額後の請負代金額について、第１項、第６項及び第

７項の規定を適用して得られる部分払の金額を超えるときは、受注者は、その超える額

に相当する額を第３５条第７項の規定の例による期限までに発注者に返還しなければな

らないものとし、また、当該返還金を当該期限までに返還しなかったときは、受注者は、

発注者に対して同条第１０項の規定の例により遅延利息を支払わなければならない。  

（部分引渡し） 

第３９条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先立って引渡し

を受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合において、当

該指定部分の工事が完了したときについては、第３２条中「工事」とあるのは「指定部

分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係る工事目的物」と、同条第

５項及び第３３条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替え

て、これらの規定を準用する。 

２ 前項の規定により準用される第３３条第１項の規定により請求することができる部分

引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定して得た額（１万円未満の端数がある

ときは、その端数は切り捨てる。）とする。この場合において、指定部分に相応する請負

代金の額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の規定により

準用される第３３条第１項の規定により請求を受けた日から１４日以内に協議が整わな

い場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額－（前払金額×指

定部分に相応する 

請負代金の額／請負代金額） 

（第三者による代理受領） 

第４０条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三者

を代理人とすることができる。 
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２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の

提出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされている委任

状の添付があるときは、当該第三者に対して第３３条（前条において準用する場合を含

む。）又は第３８条の規定に基づく支払をしなければならない。  

（前払金等の不払に対する工事中止） 

第４１条 受注者は、発注者が第３５条、第３８条又は第３９条において準用される第３

３条の規定に基づく支払を遅延し、相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわ

らず支払をしないときは、工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。こ

の場合においては、受注者は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を発注者

に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要があ

ると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備

え工事現場を維持し、若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の

工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし、若しくは受注者に損害を及ぼしたと

きは必要な費用を負担しなければならない。 

（契約不適合責任） 

第４２条 発注者は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合

しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、目的物の修補

又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その履行の追

完に過分の費用を要するときは、発注者は、履行の追完を請求することができない。  

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相応な負担を課するものでないときは、

発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。  

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期

間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請

求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすること

なく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

（１） 履行の追完が不能であるとき。 

（２） 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。  

（３） 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に

履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の

追完をしないでその時期を経過したとき。 

（４） 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追

完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

 （発注者の任意解除権） 

第４３条 発注者は、工事が完成するまでの間は、次条又は第４５条の規定によるほか、

必要があるときは、この契約を解除することができる。  

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼ

したときは、その損害を賠償しなければならない。 

（発注者の催告による解除権） 

第４４条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定め

てその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができ

る。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会

通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（１） 第５条第４項に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出し

たとき。 

（２） 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

（３） 工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込み

がないと認められるとき。 

（４） 第１０条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。  

（５） 正当な理由なく、第４２条第１項の履行の追完がなされないとき。  

（６） 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。  
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（発注者の催告によらない解除権） 

第４５条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を

解除することができる。 

（１） 第５条第１項の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。 

（２） 第５条第４項の規定に違反して譲渡により得た資金を当該工事の施工以外に使

用したとき。 

（３） この契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。  

（４） 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的

物を除却した上で再び建設しなければ、契約の目的を達成することができないも

のであるとき。 

（５） 受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示し

たとき。 

（６） 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履

行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約を

した目的を達することができないとき。 

（７） 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者

が履行をしないでその時期を経過したとき。 

（８） 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の

催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないこと

が明らかであるとき。 

（９） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴

力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下この条において同じ。）若しくは暴力団員の配偶者（暴

力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下この条において同じ。）が経営に実

質的に関与していると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。  

（１０） 第４８条又は第４９条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

（１１） 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以

下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。  

   イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与して

いる者を、受注者が法人である場合にはその役員、その支店又は常時建設工事

の請負契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者を

いう。以下この号において同じ。）が、暴力団又は暴力団員若しくは暴力団員

の配偶者であると認められるとき。 

    ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認

められるとき。 

    ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ていると認められるとき。 

    ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用す

るなどしていると認められるとき。 

    ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

    ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が

イからホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結し

たと認められるとき。 

    ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除
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く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従

わなかったとき。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）  

第４６条 第４４条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由による

ものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。  

（公共工事履行保証証券による保証の請求） 

第４７条 第４条第１項の規定によりこの契約による債務の履行を保証する公共工事履行

保証証券による保証が付された場合において、受注者が第４４条各号又は第４５条各号

のいずれかに該当するときは、発注者は、当該公共工事履行保証証券の規定に基づき、

保証人に対して、他の建設業者を選定し、工事を完成させるよう請求することができる。  

 

２ 受注者は、前項の規定により保証人が選定し発注者が適当と認めた建設業者（以下こ

の条において「代替履行業者」という。）から発注者に対して、この契約に基づく次の各

号に定める受注者の権利及び義務を承継する旨の通知が行われた場合には、代替履行業

者に対して当該権利及び義務を承継させる。 

（１） 請負代金債権（前払金若しくは中間前払金、部分払金又は部分引渡しに係る請

負代金として受注者に既に支払われたものを除く。） 

（２） 工事完成債務 

（３） 契約不適合を保証する債務（受注者が施工した出来形部分の契約不適合に係る  

ものを除く。） 

（４） 解除権 

（５） その他この契約に係る一切の権利及び義務（第２９条の規定により受注者が施

工した工事に関して生じた第三者への損害賠償債務を除く。）  

３ 発注者は、前項の通知を代替履行業者から受けた場合には、代替履行業者が前項各号

に規定する受注者の権利及び義務を承継することを承諾する。  

４ 第１項の規定による発注者の請求があった場合において、当該公共工事履行保証証券

の規定に基づき、保証人から保証金が支払われたときには、この契約に基づいて発注者

に対して受注者が負担する損害賠償債務その他の費用の負担に係る債務（当該保証金の

支払われた後に生じる違約金等を含む。）は、当該保証金の額を限度として、消滅する。 

（受注者の催告による解除権） 

第４８条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行

の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただ

し、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照

らして軽微であるときは、この限りでない。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第４９条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する

ことができる。 

（１） 第１９条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少  

したとき。 

（２） 第２０条の規定による工事の施工の中止期間が工期の１０分の５（工期の１０  

分の５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部  

のみの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、 

なおその中止が解除されないとき。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）  

第５０条 第４８条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。  

（解除に伴う措置） 

第５１条 発注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合においては、出来形部分

を検査の上、当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受

けるものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する

請負代金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があ
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ると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して

検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。  

３ 第１項の場合において、第３５条の規定による前払金又は中間前払金があったときは、

当該前払金の額及び中間前払金の額（第３８条の規定による部分払をしているときは、

その部分払において償却した前払金及び中間前払金の額を控除した額）を同項前段の出

来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合において、受領済みの前払金額

及び中間前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解除が第４４条、第４５条又は

次条第３項の規定によるときにあっては、その余剰額に前払金又は中間前払金の支払の

日から返還の日までの日数に応じ年２．５パーセントの割合で計算した額（１００円未

満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）の利息を付した額を、解除が第４３条、

第４８条又は第４９条の規定によるときにあっては、その余剰額を発注者に返還しなけ

ればならない。 

４ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、支給材料があるとき

は、第１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に

返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過

失により滅失若しくは毀損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使

用されているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてそ

の損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、貸与品があるときは、

当該貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注

者の故意又は過失により滅失又は毀損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して

返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。  

６ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注者

が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又

は管理するこれらの物件を含む。以下この条において同じ。）があるときは、受注者は、

当該物件を撤去するとともに、工事用地等を修復し、取片付けて、発注者に明け渡さな

ければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わっ

て当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場

合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し

出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担

しなければならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、この契約の解除が第４４条、第４５条又は次条第３項の規定によるときは発注者が

定め、第４３条、第４８条又は第４９条の規定によるときは、受注者が発注者の意見を

聴いて定めるものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべ

き措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。  

９ 工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理について

は発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して決める。  

（発注者の損害賠償請求等） 

第５２条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じ

た損害の賠償を請求することができる。 

 （１） 工期内に工事を完成することができないとき。 

 （２） この工事目的物に契約不適合があるとき。 

 （３） 第４４条又は第４５条の規定により、工事目的物の完成後にこの契約が解除さ

れたとき。 

 （４） 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の  

履行が不能であるとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、請負代
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金額の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなけれ

ばならない。 

 （１） 第４４条又は第４５条の規定により工事目的物の完成前にこの契約が解除され  

たとき。 

 （２） 工事目的物の完成前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責め 

に帰すべき事由によって受注者の債務について履行不能となったとき。  

３  次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合とみな

す。 

 

 （１） 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６

年法律第７５号）の規定により選任された破産管財人  

 （２） 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成

１４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人  

 （３） 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等  

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する

場合とみなされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責

めに帰することができない事由によるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適

用しない。 

５ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、請負代金額

から部分引渡しを受けた部分に相応する請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応

じ、年２．５パーセントの割合で計算した額（１００円未満の端数があるときは、その

端数は切り捨てる。）とする。 

６ 第２項の規定により、この契約が解除された場合（第４５条第９号及び第１１号の規

定により、この契約が解除された場合を除く。）において、第４条の規定により契約保証

金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証

金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。  

（受注者の損害賠償請求等） 

第５３条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた

損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取

引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由によるものである

ときは、この限りでない。 

 （１） 第４８条又は第４９条の規定によりこの契約が解除されたとき。  

 （２） 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履  

行が不能であるとき。 

２ 第３３条第２項（第３９条において準用する場合を含む。）の規定による請負代金の支

払が遅れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．５

パーセントの割合で計算した額（１００円未満の端数があるときは、その端数は切り捨

てる。）の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。  

（契約不適合責任期間等） 

第５４条 発注者は、引き渡された工事目的物に関し、第３２条第４項又は第５項（第３

９条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡し（以下この条に

おいて単に「引渡し」という。）を受けた日から２年以内でなければ、契約不適合を理由

とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下こ

の条において「請求等」という。）をすることができない。  

２ 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、発

注者が検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その責任を負わな

い。ただし、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかった契約不適合につい

ては、引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請求等をすることができる。  

３ 前２項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該

請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 
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４ 発注者が第１項又は第２項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下こ

の項及び第７項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、そ

の旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する日までに前項

に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたも

のとみなす。 

５ 発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約

不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等を

することができる。 

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるとき

には適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによ

る。 

７ 民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。  

８ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項

の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関す

る請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知って

いたときは、この限りでない。 

９ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第９

４条第１項に規定する住宅新築請負契約である場合には、工事目的物のうち住宅の品質

確保の促進等に関する法律施行令（平成１２年政令第６４号）第５条に定める部分の瑕

疵（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について請求等を行うことので

きる期間は、１０年とする。この場合において、前各項の規定は適用しない。  

１０ 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは監督員

の指図により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等

をすることができない。ただし、受注者がその材料又は指図の不適当であることを知り

ながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。  

（火災保険等） 

第５５条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において同

じ。）等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険（これに

準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に付さなければならない。  

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わる

ものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付した

ときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。  

（あっせん又は調停） 

第５６条 この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協議

が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この契約に

関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、建設業法

による福島県建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）のあっせん又は調停により

その解決を図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、監理技術者等又は

専門技術者その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等の工

事の施工又は管理に関する紛争及び監督員の職務の執行に関する紛争については、第１

２条第３項の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条第５項の規定により発注

者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第３項若しくは

第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、前項のあっせん又は調停

を請求することができない。 

（仲裁） 

第５７条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせん又は調停に

より紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲裁合意

書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。  

（談合等不正行為に対する措置） 
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第５８条 受注者は、この契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、請負代

金額の１０分の２に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなけれ

ばならない。 

（１） 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして、私的独占の禁止及び公  

正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」とい  

う。）第４９条に規定する排除措置命令又は同法第６２条第１項に規定する課徴金 

の納付命令を行い、当該命令が確定したとき。 

 

（２） 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）に対し、刑法  

（明治４０年法律第４５号）第９６条の６、同法第１９８条又は独占禁止法第８  

９条第１項若しくは同法第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。  

２ 前項の規定は、この契約による工事が完了した後においても同様とする。  

３ 第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害額が違約金の額を超過する場合において、

発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

４ 発注者は、受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、当該共同企業体の

構成員であった全ての者に対して違約金を請求することができる。この場合において、

当該共同企業体の構成員であった者は、連帯して当該違約金を支払わなければならない。 

（賠償金等の徴収） 

第５９条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する期間

内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過し

た日から請負代金額支払の日まで年２．５パーセントの割合で計算した利息（１００円

未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）を付した額と、発注者の支払うべき

請負代金額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。  

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年２．５パーセン

トの割合で計算した額（１００円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）の

延滞金を追徴する。 

（補則） 

第６０条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議

して定める。 
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４．資格認定後の手続き （変更届の提出について） 

 下表左欄に掲げる事項に変更が生じたときは、速やかに下表右欄に掲げる書類を添付の上、変更届（指定様式） 

を福島市財務部契約検査課へ提出してください。 

※ 今年度より、原則として電子申請とします。下記申請フォームから申請してください。 

  認定通知書に記載しているパスワードが必要となりますのでご準備ください。 

  URL：https://logoform.jp/form/PBtX/868247 

変  更  事  項 添   付   書   類 

１．商号又は名称 ①商業登記簿抄（謄）本（法人の場合）写も可 

②委任状（営業所に委任している場合） 

２．所在地の変更 

  (1)本社の場合 

①商業登記簿抄（謄）本（法人の場合）写も可 

②委任状（営業所に委任している場合） 

  (2)委任先の営業所の場合 ○委任状 

(3)市内に新たに営業所等

の事業所を設置した場合 

○福島市市民税課に提出した法人等の設立・変更届（写） 

○委任状（委任する場合） 

３．代表者 ①商業登記簿抄（謄）本（法人の場合）写も可 

②委任状（営業所に委任している場合） 

  ※個人事業主の場合は、資格の継続は認められない。 

４．内部受任者氏名又は職名 ○委任状  

５．電話番号又はＦＡＸ番号 ＜添付書類は不要＞ 

６．許可又は登録の更新等 

（経営規模等評価結果通知書・ 

総合評定値通知書及び営業所

の専任技術者の変更を含む） 

○許可通知書（写）又は証明書（写） 

 建設業許可様式 第八号 専任技術者証明書（写） 

 ※特に、許可の変更・追加等、以前の許可内容と異なった場合には、必ず提出

すること。 

７．組織変更 

(1)法人組織化（経営の同

一性を失わない場合のみ） 

(2)その他の変更 

①商業登記簿抄（謄）本（法人の場合）写も可 

②許可（登録）通知書（写）又は証明書（写） 

  許可登録が申請の受付の要件になっていないものを除く。 

  ※なお、これ以外の書類を指示する場合もあるので、事前に相談すること。 

８．廃業（許可・登録の失効も） ○廃業届（写）※工事のみ。その他は事例に応じて必要書類を指示。 

９．委任事項の変更 ○委任状等 

10．印鑑の変更（印鑑登録印又

は使用印） 

①印鑑登録証明書原本（印鑑登録の変更の場合）写しも可 ②委任状（営業所に

委任している場合） ③使用印鑑届出書（使用印の届出がある場合） 

11．合併等 ＜事例に応じて必要書類を指示＞ 

12．口座登録内容の変更 会計課所定の様式により会計課へ提出すること。 

https://www.city.fukushima.fukushima.jp/kaikei-suitou/shigoto/nyusatsu/shinsashinse/17010602.html 

※ 商業登記簿抄（謄）本が間に合わない場合は、必要書類を別途指示するので相談すること。 

※ 変更届の提出に際しては、届出者欄の各項目は全て明記すること。特に、電話番号及びＦＡＸ番号の記入を

忘れないようにすること。 

※ 委任状（記入例参照）提出上の注意 

（１）新たに営業所等へ委任を行う場合は、営業所等の長への委任の内容として、見積り、入札、契約の締結、

代金の請求及び受領の全ての権限を委任すること。（この内容が１つでも欠けた場合は営業所等への委任

は認めません。） 

（２）内部受任者の変更に伴う委任状の作成に際しては、委任状の委任期間の終期を資格認定有効期間の最終 
  日とすること。 
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記入例 
競争入札参加資格審査事項変更届 

※福島市の参加資格登録は変更届の受付日以降からの変更となります。 

令和 ７年 ５月 ２日 

 

福 島 市 長 

 

 

郵 便 番 号 １０１-００４５ 

住    所 東京都千代田区神田錦町１番１号 

届 出 者 商号又は名称 ふくしま建設㈱          代表取締 

代表者職氏名 代表取締役社長 東京 都男     役ノ印  

電 話 番 号 03-3000-1111 

ＦＡＸ番号 03-3000-2222 

 

下記のとおり変更したので届出します。 

 

記 

 

届 出 事 項 変 更 前 変 更 後 変更年月日 備 考 

 

委任先の変更 

 

９８０－０００１ 

仙台市青葉区大町一丁目１ 

ふくしま建設㈱東北支店 

９６０－８６０１ 

福島市大町５番１号 

ふくしま建設㈱福島営業所 

 

令和 

７年４月５日 

営業所の 

設置 

内部受任者 

職氏名 

 

取締役東北支店長 

仙台 市郎 

所長 

      福島  一 

 

   

年 月 日 

 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

使用印鑑 

０２２－１２３－１１１１ 

０２２－１２３－２２２２ 

 （変更前の印鑑を押印） 

０２４－１２３－１１１１ 

０２４－１２３－２２２２ 

 （変更後の印鑑を押印） 

 

   

年 月 日 

 

 

◎ 競争入札参加資格認定業種（○で囲むこと。）※登録内容が同一の場合、複数業種の選択可 

区  分 建 設 工 事 業 務 委 託 物 品 調 達 

 

※ 業者コード （記入しないでください。） 
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記入例 

競争入札参加資格審査事項変更用 

委 任 状 
                                         

 

 私は都合により   福島営業所 所長 福島  一   を以て代理人と定め、 

 

 下記の権限を委任します。  ※受任者は事業所名称・職名・氏名を区別して記載すること 

 

委 任 事 項 

                                         

１、入札及び見積に関する件            ５、その他契約締結に関する件 

２、契約の締結、変更及び解除に関する件      ６、共同企業体の結成に関する件 

３、代金（前払金を含む）の請求及び受領に関する件  ７、上記各号に関する復代理人選任及び解任の件 

４、契約保証に関する件                

                                         

委 任 期 間 
 

令和 ７年 ５月 ２日 から 令和 ９年 ３月３１日 まで 

                                        

 ※委任期間は申請日からとして下さい。 

 

  令和 ７年 ５月 ２日 

                                         

 福 島 市 長 

                                         

住    所 東京都千代田区神田錦町１番１号 

委任者   商号又は名称 ふくしま建設㈱           

代表者職氏名 代表取締役社長 東京 都男      

    

 

住    所 福島市大町５番１号 

受任者   商号又は名称 ふくしま建設㈱福島営業所      

代表者職氏名 所長 福島  一          

   

※ 委任状に関しては社判（角印）、委任者、受任者の押印は必要ありません。 
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第４ 様式編 

 

競争入札参加資格審査事項変更届 
 

    年  月  日 

 

 福 島 市 長 

 

 

                   郵 便 番 号  

住    所  

届 出 者 商号又は名称  

代表者職氏名               印 

                   電 話 番 号 

                   Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

 

下記のとおり変更したので届出します。 

 

記 

 

届 出 事 項 変 更 前 変 更 後 変更年月日 備 考 

 

 

 

 

 

 

  

 

年 月 日 

 

 

 

   

   

年 月 日 

 

    

   

年 月 日 

 

 

◎ 競争入札参加資格認定業種（○で囲むこと。） 

区  分 建 設 工 事 業 務 委 託 物 品 調 達 

 

※ 業者コード （記入しないでください。） 
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競争入札参加資格審査事項変更用 

委 任 状 
                                         

 

 私は都合により                           を以て代理人と定め、 

 

 下記の権限を委任します。  

 

 

委 任 事 項 

 

１、入札及び見積に関する件                    ５、その他契約締結に関する件 

２、契約の締結、変更及び解除に関する件    ６、共同企業体の結成に関する件 

３、代金（前払金を含む）の請求及び受領に関する件 ７、上記各号に関する復代理人選任及び解任の件 

４、契約保証に関する件 

 

 

委 任 期 間 

 

    年  月  日 から     年  月  日 まで 

 

 

      年  月  日 

 

 

 福 島 市 長 

 

 

住    所  

委任者   商号又は名称                        

 代表者職氏名                                        

 

 

住    所  

受任者     商号又は名称                        

 代表者職氏名 
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建設リサイクル法１２条説明書 

 

令和  年  月  日 

 

福島市長 様 

 

所在地                         

商号又は名称                     

代表者名                       

 

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１２条の規定により、対象建設工事の分別

解体等の計画等について別添資料のとおり説明します。 

 

記 

 

１． 対象工事 

契約番号 

工 事 名 

工事場所 

 

２． 説明内容 添付資料のとおり 

 

３． 添付資料 

□別表１（建築物に係る解体工事） 

□別表２（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

□別表３（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等） 
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別表１ （Ａ４）

□有

トン

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物に係る解体工事

分別解体等の計画等
建築物の構造

建築物
に

関する調
査の結

果

建築物の状況 築年数　　　年、棟数　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校　□病院　□その他（
）敷地境界との最短距離　約　　ｍ

その他（　　　　　　　　）

建築物
に関する
調査の
結果及
び工事
着前に

実施する
措置の
内容

建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　 　  　   ）

搬出経路 障害物　□有（　　　）　□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

通学路　□有　□無

その他（　　　　  　　　　）

フロン（フロン
排出抑制法）

残存物品 □有　（　　　　　　　　　　　　　）

□無

特定建設資材への
付着物

□有　（　　　　　　　　　　　　　）

□無

その他

他法
令関
係

石綿
（大気汚染防
止法・安全衛
生法石綿則）

工
程
ごと
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程 作業内容 分別解体等の方法
①建築設備・内装材等 建築設備･内装材等の取り外し

□有　□無
□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　）

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し
□有　□無

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　）

③外装材・上部構造部分 外装材・上部構造部分の取り壊し □　手作業

□有　□無 □　手作業・機械作業の併用

④基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの取り壊し
□有　□無

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

発生が見込まれる部分（注）

⑤その他
（　　　　　）

その他の取り壊し
□有　□無

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

工事の工程の順序 □上の工程における①→②→③→④の順序
□その他（　　　　　　　          　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　　　　　　　　          　　）

□①　□②　□③　□④
□⑤

□無

□内装材に木材が含まれる場合 ①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

□可　□不可
不可の場合の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

種類 量の見込み

□無

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
トン

□①　□②　□③　□④
□⑤

□建設発生木材
トン

□①　□②　□③　□④

□コンクリート塊
トン

特定建設資材への付着（　□有　　□無　）

□木造　□鉄骨鉄筋コンクリート造　□鉄筋コンクリート造
□鉄骨造　□コンクリートブロック造　□その他（　　　　　　　　）

□有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器のう
ちフロン類が使われているもの）

（注）　①建築設備・内装材等　②屋根ふき材　③外装材・上部構造部分　④基礎・基礎ぐい　⑤その他

備考

□⑤

建築物に用いられた建設資材の量の見込み

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込
み及びその発生が見込まれる建築物の部分
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別表２ （Ａ４）

□有

□無

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

その他

特定建設資材への付着（　□有　　□無　）

周辺状況

作業場所

搬出経路

特定建設資材への付着
物
（修繕・模様替工事のみ）

石綿
（大気汚染防止
法・安全衛生法
石綿則）

他法令
関係（修
繕・模様
替工事
のみ）

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

工事着手前に実施する措置の内
容

建築物に関する調査の結果

作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　　　    　）

障害物　□有（　　　）　□無

分別解体等の計画等
使用する特定建設

資材の種類
□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材

□有

（ 　　　　　　　　　   　）

□無

□有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器の
うちフロン類が使われているもの）

□無

建築物に
関する調
査の結果

築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建築物の状況

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の
見込み並びに特定建設資材が使用され
る建築物の部分及び特定建設資材廃棄
物の発生が見込まれる建築物の部分

種類 量の見込み

（注）　①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　⑥その他

□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥トン

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

①造成等 造成等の工事　□有　□無
工
程
ご
と
の
作
業
内
容

通学路　□有　□無

その他（　　　　　　　  　）

②基礎・基礎ぐい

③上部構造部分・外装

④屋根

基礎・基礎ぐいの工事　□有　□無

フロン（フロン排
出抑制法）

□アスファルト・コンクリート　□木材

□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

工程

□⑤　□⑥

建築物に
関する調
査の結果
及び工事
着手前に
実施する
措置の内

容

作業内容

備考

□①　□②　□③　□④

建築設備・内装等の工事　□有　□無

トン
□建設発生木材

⑤建築設備・内装等

⑥その他
（　　　　　）

その他の工事　□有　□無

使用する部分又は発
生が見込まれる部分

□コンクリート塊
トン

上部構造部分・外装の工事　□有　□無

屋根の工事　□有　□無
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別表３ （Ａ４）

□有

□無

仮設工事　□有　□無

□　手作業・機械作業の併用

土工事　□有　□無

□　手作業・機械作業の併用

基礎工事　□有　□無

□　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事　□有　□無

□　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事　□有　□無

□　手作業・機械作業の併用

その他の工事　□有　□無

□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序

□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　　　）

その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　　　）

備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

工作物の状況

周辺状況

作業場所

搬出経路

□⑤　□⑥

□有

（　　　　　　　　　　　　）

その他

他法令関係
（解体・維
持・修繕工
事のみ）

通学路　□有　□無

①仮設

特定建設資材への付着物（解
体・維持・修繕工事のみ）

□無

工程

□建設発生木材

工事着手前に実施する措置の内容工作物に関する調査の結果

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

□①　□②　□③　□④

□　手作業

④本体構造

□　手作業

その他（　　　　　　　　　）

量の見込み

□　手作業

障害物　□有（　　　）　□無

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等

□アスファルト・コンクリート　□木材

作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　　　　　　）

築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

石綿
（大気汚染防止
法・安全衛生法
石綿則）

②土工

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材

分別解体等の方法
（解体工事のみ）

□　手作業

作業内容

特定建設資材への付着（　□有　　□無　）

工作物の構造
（解体工事のみ）

□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

工事の種類

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ）

□新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事

□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

種類

トン

□　手作業

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工作物に
関する調
査の結果

工
程
ごと
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工作物に
関する調
査の結果
及び工事
着手前に
実施する
措置の内

容

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み
（全工事）並びに特定建設資材が使用される工
作物の部分（新築・維持・修繕工事のみ）及び
特定建設資材廃棄物の発生が見込まれる工作
物の部分（維持・修繕・解体工事のみ）

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

⑥その他　　　　　　　　　　　（　　　　　　　） □　手作業

□①　□②　□③　□④

③基礎

トン □⑤　□⑥

トン

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他

□⑤　□⑥

□コンクリート塊

⑤本体付属品

使用する部分又は発生が見込ま
れる部分（注）

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量
の見込み（解体工事のみ） 　　　　　　　　　トン

□①　□②　□③　□④
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建築物に係る解体工事 

 

建設リサイクル法第１３条に基づく書面 

 

 契約番号                                          

 工 事 名                                          

 

１ 分別解体等の方法（工程ごとの作業内容及び解体方法） 

※□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。該当がない場合は記載の必要がない。 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法 

① 建築設備・ 

内装材等 

建築設備・内装材等の取り外し 

□有 □無し 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由 

（            ） 

② 屋根ふき材 
屋根ふき材の取り外し 

□有 □無し 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由 

（            ） 

③ 外装材・ 

上部構造部分 

外装材・上部構造部分の取り壊し 

□有 □無し 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

④ 基礎・基礎ぐい 
基礎・基礎ぐいの取り壊し 

□有 □無し 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑤ その他 

（     ） 

その他の取り壊し 

□有 □無し 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

  

２ 解体工事に要する費用（直接工事費）                  円（税抜き） 

※分別解体及び積込みに要する費用（仮設費、運搬費及び仮置き費用は含まない） 

 

３ 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

   

   

   

   

   

 

４ 再資源化等に要する費用（直接工事費）                 円（税抜き） 

  ※運搬費を含む 
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建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替） 

 

建設リサイクル法第１３条に基づく書面 

 

 契約番号                                          

 工 事 名                                          

 

１ 分別解体等の方法（工程ごとの作業内容及び解体方法） 

※□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。該当がない場合は記載の必要がない。 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法 

① 造成等 
造成等の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

② 基礎・基礎ぐい 
基礎・基礎ぐいの工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

③ 上部構造部分・ 

外装材 

上部構造部分・外装の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

④ 屋根 
屋根の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑤ 建築設備・ 

内装等 

建築設備・内装等の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑥ その他 

（       ） 

その他の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

  

２ 解体工事に要する費用（直接工事費）                  円（税抜き） 

※分別解体及び積込みに要する費用（仮設費、運搬費及び仮置き費用は含まない） 

 

３ 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

   

   

   

   

   

 

４ 再資源化等に要する費用（直接工事費）                 円（税抜き） 

  ※運搬費を含む 
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建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等） 

 

建設リサイクル法第１３条に基づく書面 

 

 契約番号                                          

 工 事 名                                          

 

１ 分別解体等の方法（工程ごとの作業内容及び解体方法） 

※□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。該当がない場合は記載の必要がない。 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法 

① 仮設 
仮設工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

② 土工 
土工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

③ 基礎 
基礎工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

④ 本体構造 
本体構造の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑤ 本体付属品 
本体付属品の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

⑥ その他 

（       ） 

その他の工事 

□有 □無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

  

２ 解体工事に要する費用（直接工事費）                  円（税抜き） 

※分別解体及び積込みに要する費用（仮設費、運搬費及び仮置き費用は含まない） 

 

３ 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

   

   

   

   

   

 

４ 再資源化等に要する費用（直接工事費）                 円（税抜き） 

  ※運搬費を含む 
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お問い合わせは･･･ 

 

   福 島 市 役 所 

   財務部 契約検査課 契約係 

 

        〒960－8601 

        福島市五老内町３番１号 

電話番号（直通）024－525－3705 

              （代表）024－535－1111 

              [内線 2332・2333・2334] 

        ＦＡＸ番号   024－536－1876 

 




